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Ⅰ 「みやぎ発展税」（法人事業税の超過課税）の概要 
 
 「みやぎ発展税」は，厳しい財政状況の中で，「宮城の将来ビジョン」に掲げた政策推進の基本方

向である「富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～」と「人と自然が調和した美しく安全な

県土づくり」に向けた取組を充実・加速させるため，平成２０年３月に課税期間を５年間として導入さ

れたものです。 

「みやぎ発展税」を財源として，県内総生産１０兆円の達成を目指す産業振興施策（「産業振興パッ

ケージ」）と震災時における被害を最小化させる施策（「震災対策パッケージ」）に鋭意取り組んでき

た結果，自動車関連産業や高度電子機械産業などを中心に企業集積が進んだほか，耐震強化を行っ

た橋梁は，東日本大震災においても落橋することなく緊急輸送道路として機能するなど，多くの成

果を生み出すことができました。 

平成２３年３月の東日本大震災発生以降，本県が「迅速な震災復興」と並行して，「宮城の将来ビジ

ョン」の実現を図るには，震災からの復旧・復興の取組とともに，将来的にも安定した経済基盤の

構築と震災の教訓を踏まえた真に災害に強い県土づくりを引き続き推進していく必要があったため，

「みやぎ発展税」の課税期間が平成２５年３月から５年間延長されました。 

平成２９年には,この延長後の課税期間が平成３０年２月までとなっていることを踏まえ,これまでの

活用事業の実績や成果，県内の経済情勢や県政を取り巻く環境等を総合的に検証しながら,今後のあ

り方を検討しました。この結果，改定後の「宮城の将来ビジョン」において引き続き目標に掲げた

県内総生産１０兆円の達成に加え，中小企業・小規模事業者の持続的発展のほか，人手不足への対応

など，様々な環境変化により生じる新たな課題の解決に積極的に取り組んでいく必要があったこと

から，「みやぎ発展税」の課税期間を平成３０年３月からさらに５年間延長したところです。 

  

（１） 課税期間 

課税期間 

平成２０年３月１日から令和５年２月２８日まで 

第１期：平成２０年３月１日から平成２５年２月２８日まで（５年間） 

第２期：平成２５年３月１日から平成３０年２月２８日まで（５年間） 

第３期：平成３０年３月１日から令和 ５年２月２８日まで（５年間） 

※ この期間内に終了する事業年度分の法人事業税及びこの期間内の解散に係る精

算所得に対する法人事業税が対象 

 

（２） 超過税率 

○ 「みやぎ発展税」導入時の宮城県県税条例（昭和２５年宮城県条例第４２号）第４１条に定める税率 

（＝標準税率）の５％相当額 

 

（３） 適用法人等 

○ 資本金又は出資金の額が１億円を超える法人，若しくは所得金額が年４千万円（収入金額の場合, 

年３億２千万円）を超える法人等 
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（４） 活用の基本的な考え方 

○ 「みやぎ発展税」は，「宮城の将来ビジョン」の実現に向け，県経済の成長を図るための産業振

興に関する施策としての「産業振興パッケージ」と大規模な地震による被害の最小化に関する施

策としての「震災対策パッケージ」に活用されています。 

○ なお，第３期では，新たに生じた課題に対応するため，これまで４つの施策の柱から構成されて

いた「産業振興パッケージ」を再編し，「中小企業・小規模事業者活性化」，「人材確保支援」の

２つの施策の柱を新たに追加したほか，「中小企業技術高度化支援」，「人づくり支援」について

は，それぞれ「技術高度化支援」，「人材育成促進」に名称を改め，６つの施策の柱とし，推進し

ていくこととしています。所要額は，約３６５億円を想定しています。 
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Ⅱ 「富県宮城推進基金」の概要 

 

（１） 「富県宮城推進基金」の設置 

○ 「みやぎ発展税」は，その税収及び使途を明確にするため，富県宮城推進基金条例（平成２０年

宮城県条例第２８号）に基づき「富県宮城推進基金」（以下「基金」という。）を平成２０年４月１日

から設置し，運用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 基金の活用額の推移について 

○ 基金の各年度の積立額及び活用額の推移は次のとおりです。 

 

 

○ 令和２年３月３１日現在の基金残高･･･１７，０５３，２３３千円 

※ 令和２年３月３１日現在の基金残高１７，０５３，２３３千円は，令和２年度への繰越額を基金残高に含んでいるなどの理由により，上記の

表中令和元年度（Ｃ）の累計１６，４０２，３１９千円とは一致しない。 

  

（単位：千円）

平成20年度 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 令和元年度 合　計

基金積立額（Ａ） 4,373,780 2,516,044 2,577,657 2,637,010 3,669,694 3,715,355 4,714,472 4,461,752 5,162,472 4,758,471 4,728,640 5,094,519 48,409,866

基金活用額（Ｂ） 832,662 866,517 767,246 1,325,687 2,667,987 3,153,171 2,829,464 2,545,014 3,683,534 4,051,986 3,168,725 6,115,553 32,007,547

（Ａ）－（Ｂ）:（Ｃ） 3,541,119 1,649,527 1,810,411 1,311,322 1,001,707 562,184 1,885,008 1,916,738 1,478,938 706,485 1,559,915 ▲ 1,021,034 16,402,319

（Ｃ）の累計 3,541,119 5,190,645 7,001,056 8,312,378 9,314,085 9,876,269 11,761,277 13,678,015 15,156,953 15,863,439 17,423,353 16,402,319

※１ 令和元年度の基金活用額は令和2年度への繰越額を含みます。

※２ 各項目ごとに千円未満を四捨五入しているため，合計額とは一致しない場合があります。

震災対策 

みやぎ 

発展税 

産業振興 
富県宮城推進基金 

 活用  積立 
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Ⅲ 県内総生産の推移等 

○ 「みやぎ発展税」を導入した平成２０年以降，リーマン・ショックを契機とした海外景気の失速，

株価下落，長期にわたるデフレ経済や円高基調など，大変厳しい経済状況が続き，さらには，平

成２３年３月に発生した東日本大震災の影響により，本県の経済及び社会基盤は,さらに大きな打

撃を受けました。 

○ 平成２４年度以降は，日本経済全体の持ち直しや復興の動きの加速化に伴い，回復基調に転じ,

直近の実績値である平成２９年度の県内総生産は，復旧・復興工事の進捗を背景とした工事の減

少などにより建設業が減少したものの，製造業や卸売・小売業などの増加により，名目で９兆 

４,６３９億円（対前年度比０.９％増），実質で９兆２,０５０億円（同０.５％増）となり，名目は過去最高，

実質は平成２７年度に次ぐ水準となりました。 

 

 

 

（単位：億円，％）

＜カメラ用＞ 平成19年度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

　県内総生産
　（名目）

83,820 80,309 78,210 78,678 77,430 84,188 87,290 90,881 93,951 93,829 94,639

　県内総生産
　（実質）

80,924 77,804 76,475 77,709 77,409 84,763 88,166 90,036 92,056 91,574 92,050

　宮城県・成長率
　（名目）

▲2.4% ▲4.2% ▲2.6% 0.6% ▲1.6% 8.7% 3.7% 4.1% 3.4% ▲0.1% 0.9%

　宮城県・成長率
　（実質）

▲1.9% ▲3.9% ▲1.7% 1.6% ▲0.4% 9.5% 4.0% 2.1% 2.2% ▲0.5% 0.5%

＜参考＞
　国・成長率（名目）

0.4% ▲4.0% ▲3.4% 1.5% ▲1.1% 0.1% 2.6% 2.2% 2.8% 0.7% 2.0%

＜参考＞
　国・成長率（実質）

1.2% ▲3.4% ▲2.2% 3.3% 0.5% 0.8% 2.6% ▲0.4% 1.3% 0.9% 1.9%

（出典：宮城県民経済計算年次推計（平成29年度），平成29年度国民経済計算年次推計（フロー編）)

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

（億円） 県内総生産の推移
名目 実質

▲5.0%

▲3.0%

▲1.0%

1.0%

3.0%

5.0%

7.0%

9.0%

11.0%

13.0%

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

経済成長率の推移
宮城県・成長率

（名目）

宮城県・成長率

（実質）

国・成長率

（名目）

国・成長率

（実質）
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○ 本県においては，「みやぎ発展税」を活用した施策をはじめとした様々な取組により，平成２０

年度以降，自動車関連産業や高度電子機械産業を中心として世界トップクラスの企業が県内に立

地するなど製造業の集積が着実に進み，県内総生産に占める製造業の割合は，平成２１年度，平

成２２年度と増加しました。 

○ 東日本大震災の影響により平成２３年度は大きく減少したものの，平成２４年度以降は再び増加し，

平成２９年度には，名目，実質ともに「みやぎ発展税」を活用した施策に取り組みはじめた平成 

１９年度以降で最も大きな割合となりました。 

 

○ 県内の製造品出荷額等は，東日本大震災の影響により，平成２３年に大きく落ち込みましたが，

その後着実に回復し，直近の実績値である平成３０年は４兆６，６５６億円（対前年比４.４％増）で，

７年連続増加し，過去最高となりました。 

 

 

14.4%
13.8% 13.8%

15.4%

12.9%

13.6% 14.1%

15.0%
15.5%

16.0%

17.1%

13.4%
13.0% 13.0%

15.0%
13.0%

14.0%
14.5%

15.6% 15.7%
16.3%

17.6%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

県内総生産に占める製造業の割合

名 目 実 質

（単位：億円）
製造品

出荷額等
平成19年 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

宮城県 35,516 35,387 29,441 35,689 27,673 34,242 37,265 39,722 40,171 41,128 44,696 46,656

全　国 3,367,566 3,355,788 2,652,590 2,891,077 2,849,688 2,887,276 2,920,921 3,051,400 3,131,286 3,020,356 3,191,667 3,318,094

（出典：平成19～29年宮城県の工業（確報），経済産業省2019年工業統計調査（平成30年確報（概要版）））
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】
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製造品出荷額等の推移
宮城県 全 国

※１ 実質値は平成２３暦年を参照年とする連鎖方式で推計されており， 連鎖方式による実質値には加法整合性がないため，総数と内訳の和は一致しない。 
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Ⅳ パッケージごとの実績と成果 

  「みやぎ発展税」を活用した事業についてパッケージごとに事業実績と成果を紹介します。

 

【事業費・基金活用額一覧】 （単位：千円）

企業集積
促進

技術高度化
支援

（～H29：

旧中小企業

技術高度化

支援）

中小企業・
小規模事業者

活性化

人材育成促進
（～H29：

旧人づくり支援

人材確保支援
地域産業
振興促進

小計

災害に
対応する
産業活動

基盤の強化

防災体制
の整備

小計

1,348,859 195,382 74,175 145,861 1,764,277 649,345 54,780 704,124 2,468,402

うち基金
活用額

301,813 195,382 34,196 117,571 648,963 128,920 54,780 183,699 832,662

1,567,842 72,443 109,764 219,138 1,969,188 823,230 57,607 880,837 2,850,024

うち基金
活用額

522,620 72,443 53,008 88,893 736,965 93,046 36,507 129,553 866,517

689,125 64,250 51,509 263,483 1,068,367 755,673 209,642 965,315 2,033,682

うち基金
活用額

207,522 63,020 24,406 167,204 462,152 109,552 195,542 305,094 767,246

1,092,894 29,022 10,644 90,901 1,223,461 206,827 23,917 230,744 1,454,205

うち基金
活用額

1,092,894 28,250 10,644 59,156 1,190,943 125,927 8,817 134,744 1,325,687

2,292,790 37,042 42,233 188,658 2,560,723 492,859 187,886 680,745 3,241,468

うち基金
活用額

2,282,090 36,551 15,409 167,148 2,501,198 79,066 87,723 166,789 2,667,987

2,723,204 127,473 86,307 243,699 3,180,684 2,944 95,292 98,236 3,278,919

うち基金
活用額

2,709,604 126,308 25,559 236,949 3,098,420 2,944 51,807 54,751 3,153,171

2,367,478 83,177 48,287 315,289 2,814,231 10,114 66,327 76,441 2,890,672

うち基金
活用額

2,340,812 80,164 47,334 306,289 2,774,600 10,114 44,750 54,864 2,829,464

2,009,990 184,303 53,270 233,526 2,481,090 38,983 64,518 103,501 2,584,590

うち基金
活用額

1,991,690 181,562 52,397 232,064 2,457,714 38,983 48,318 87,301 2,545,014

2,571,402 216,875 98,174 835,523 3,721,975 22,433 69,108 91,541 3,813,516

うち基金
活用額

2,544,802 213,320 97,297 753,938 3,609,358 22,433 51,743 74,176 3,683,534

3,335,529 282,488 93,437 337,804 4,049,258 26,938 53,559 80,497 4,129,756

うち基金
活用額

3,316,429 279,394 92,737 282,928 3,971,488 26,938 53,559 80,497 4,051,986

2,039,164 254,146 132,747 98,555 99,741 187,839 2,812,192 348,215 53,161 401,376 3,213,568

うち基金
活用額

2,026,264 250,038 132,747 97,855 99,741 160,704 2,767,349 348,215 53,161 401,376 3,168,725

4,084,976 238,861 161,909 93,267 83,619 190,308 4,852,940 438,466 100,782 539,249 5,392,189

(715,150) (6,182) (721,332) (506) 17,210 (17,716) (739,048)

4,079,176 237,170 154,912 92,567 83,619 189,813 4,837,257 438,466 100,782 539,249 5,376,506

(715,150) (6,182) (721,332) (506) 17,210 (17,716) (739,048)

26,838,404 1,785,463 294,656 859,622 183,360 3,258,212 33,219,717 3,816,532 1,053,790 4,870,322 38,090,039

うち基金
活用額

24,130,867 1,763,603 287,659 643,410 183,360 2,768,840 29,777,738 1,425,109 804,699 2,229,808 32,007,547

※１ 令和元年度は令和2年度への繰越額を外数として（かっこ書き）で記載。なお，合計には，令和2年度への繰越額を含みます。

※２ 項目ごとに百万円未満を四捨五入しているため，合計額とは合致しない場合があります。
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事業費

活用項目

産業振興パッケージ 震災対策パッケージ

事業費

うち基金
活用額
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【参考】 （単位：千円）

企業集積
促進

技術高度化
支援

（～H29：

旧中小企業

技術高度化

支援）

中小企業・
小規模事業者

活性化

人材育成促進
（～H29：

旧人づくり支援

人材確保支援
地域産業
振興促進

小計

災害に
対応する
産業活動

基盤の強化

防災体制
の整備

小計

6,991,509 398,140 288,325 908,043 8,586,016 2,927,933 533,832 3,461,765 12,047,781

うち基金
活用額

4,406,938 395,646 137,663 599,974 5,540,221 536,510 383,368 919,879 6,460,100

13,007,605 894,317 379,475 1,965,840 16,247,237 101,412 348,804 450,216 16,697,453

うち基金
活用額

12,903,339 880,748 315,325 1,812,167 15,911,580 101,412 250,177 351,589 16,263,168

6,839,290 493,007 294,656 191,822 183,360 384,329 8,386,464 787,187 171,154 958,341 9,344,805

うち基金
活用額

6,820,590 487,208 287,659 190,422 183,360 356,699 8,325,938 787,187 171,154 958,341 9,284,279

26,838,404 1,785,463 294,656 859,622 183,360 3,258,212 33,219,717 3,816,532 1,053,790 4,870,322 38,090,039

うち基金
活用額

24,130,867 1,763,603 287,659 643,410 183,360 2,768,840 29,777,738 1,425,109 804,699 2,229,808 32,007,547

※１ 令和元年度は令和2年度への繰越額を外数として（かっこ書き）で記載。なお，合計には，令和2年度への繰越額を含みます。

※２ 項目ごとに百万円未満を四捨五入しているため，合計額とは合致しない場合があります。

第
3
期
計

事業費

合
　
計

事業費

合計

第
1
期
計

事業費

第
2
期
計

事業費

活用項目

産業振興パッケージ 震災対策パッケージ
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１  産業振興パッケージ 

 
平成２０～令和元年度（平成３１年度）事業費 ３３，２２０百万円（基金活用額 ２９，７７８百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  ８，５８６百万円（基金活用額  ５，５４０百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １６，２４７百万円（基金活用額 １５，９１２百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ８，３８６百万円（基金活用額 ８，３２６百万円）］ 

「産業振興パッケージ」では，企業誘致策の強化や技術高度化などによる県内中小企業等の競争

力強化，産業振興の基礎である産業人材の育成・確保により，高度電子機械産業や自動車関連産業

を中心とした製造業の集積促進に向けた取組を進めてまいりました。また，「富県宮城の実現」の成

果を県内各地域で享受できるように，魅力ある地域資源を活用した観光産業，農林水産業，食品製

造業等の付加価値向上に取り組みました。 
 

 

 

平成２０～令和元年度事業費 ２６，８３８百万円（基金活用額 ２４，１３１百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  ６，９９２百万円（基金活用額  ４，４０７百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １３，００８百万円（基金活用額 １２，９０３百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ６，８３９百万円（基金活用額 ６，８２１百万円）］ 

県内外企業の県内への工場新増設等の促進を通して，競争力のある産業の集積を加速するため，

従来の制度を大幅に拡充した「みやぎ企業立地奨励金」の活用や企業訪問活動，環境整備を進め

ました。 
 

（１）みやぎ企業立地奨励金事業 

○ 平成２１～令和元年度 事業費 １７，５６６，５４４千円（基金活用額 １７，５６６，５４４千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  ３，４６２，３９４千円（基金活用額  ３，４６２，３９４千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １１，１６８，８８０千円（基金活用額 １１，１６８，８８０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ２，９３５，２７０千円（基金活用額 ２，９３５，２７０千円）］ 

○ 県内に工場等を新設又は増設する企業に対し，企業立地奨励金を交付。 
 

① 事業の実績 

年度 交付件数  交付額 

平成２１年度 ２件  ４,４３７千円 

平成２２年度 ９件  １１２,８０７千円  

平成２３年度 １３件  １,０７７,２６０千円  

平成２４年度 ２０件  ２,２６７,８９０千円  

平成２５年度 ２１件  ２,６７９,３６０千円  

平成２６年度 ２３件  １,９１０,９７０千円  

平成２７年度 １７件  １,５７４,１５０千円  

平成２８年度 ２４件  ２,３５６,４２０千円  

平成２９年度 ３２件  ２,６４７,９８０千円  

平成３０年度 １８件  １,３６７,５５０千円 

１-１  企業集積促進 
 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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年度 交付件数  交付額 

令和元年度 ２６件  １,５６７,７２０千円 

第１期通算 ４４件  ３,４６２,３９４千円 

第２期通算 １１７件  １１,１６８,８８０千円  

第３期通算 ４４件  ２,９３５,２７０千円 

通算 ２０５件 （１７１社） １７,５６６,５４４千円  
※ 奨励金を複数年に分割して交付した場合，年度ごとに１件と数えている。（注１） 

（注 1）奨励金は，企業の立地決定後，まず工事着手前に奨励金対象工場として指定したのち，操業を開始した翌年度

以降に交付します。 

  なお，１年度あたり５億円を超える場合は，複数年度に分割して交付することとしています。 

 

② 事業の成果 

  イ 立地件数 

  令和元年度までの企業立地件数のうち，「みやぎ企業立地奨励金」の交付企業は１７１社になり

ます（注２）。 

（注 2）経済産業省の「工場立地動向調査」によれば，平成２０年から令和元年までの１２年間で，３４７件（電気業を除

く。）の企業立地がありました。 

  なお，工場立地動向調査の対象は，製造業の企業が１,０００㎡以上の用地を取得又は借地した場合であり，「みやぎ 

 企業立地奨励金」の対象企業とは，対象・時点が一致していないことから件数は同一にはなりません。 

 

ロ 雇用創出数 

奨励金交付対象工場等のうち，すでに操業し，令和元年度までに奨励金を交付した工場等（操

業を中止した５社を除く１６６社）の雇用者数（令和２年４月１日現在）は，１８，６７７人（うち正社

員１２，７５９人）となっており，令和２年度以降に交付予定の雇用見込数も合わせると２０，０５３

人となります。 

 

  プライムアースＥＶエナジー株式会社（大和町） 

 

 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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主 な 立 地 企 業 

年度 企   業   名 産 業 分 野 立地市町村 

平成２０年度 セントラル自動車(株) 

（現トヨタ自動車東日本(株)） 
自動車関連産業 大衡村 

パナソニックＥＶエナジー(株) 

（現プライムアースＥＶエナジー(株)） 
自動車関連産業 大和町 

アイシン高丘東北(株) 自動車関連産業 大衡村 

(株)金沢村田製作所 高度電子機械産業 仙台市泉区 

白石食品工業(株) 食品関連産業 大和町 

山田水産(株) 食品関連産業 石巻市 

平成２１年度 トヨタ紡織東北(株) 自動車関連産業 大衡村 

東京エレクトロン宮城(株) 高度電子機械産業 大和町 

平成２２年度 トヨテツ東北(株) 自動車関連産業 登米市 

(株)ジャムコ 航空宇宙関連産業 名取市 

(株)東北フジパン 食品関連産業 岩沼市 

(株)高政 食品関連産業 女川町 

平成２３年度 フクダ電子(株) 高度電子機械産業 大和町 

セコム工業(株) 高度電子機械産業 白石市 

レンゴー(株) 木材関連産業 大和町 

平成２４年度 中央精機東北(株) 自動車関連産業 大衡村 

ポラテック東北(株) 木材関連産業 加美町 

(株)読売新聞東京本社 印刷業 大和町 

平成２５年度 舞台アグリイノベーション(株) 食品関連産業 亘理町 

(株)コバヤシ 食品関連産業 大和町 

平成２６年度 (株)スタンレー宮城製作所 自動車関連産業 登米市 

豊田合成東日本(株) 自動車関連産業 栗原市 

メルコジャパン(株) 航空宇宙関連産業 山元町 

スギ製菓(株) 食品関連産業 塩竈市 

平成２７年度 丸電プレス工業(株) 自動車関連産業 栗原市 

タツタ電線(株) 高度電子機械産業 大和町 

マルハニチロ(株) 食品関連産業 石巻市 

(株)コスメティック・アイーダ 化粧品製造業 亘理町 

(株)ＴＢＭ 土石製品製造業 多賀城市 

平成２８年度 アルプス電気（株） 

（現アルプスアルパイン(株)） 
高度電子機械産業 大崎市 

（株）ハイレックスコーポレーション 自動車関連産業 栗原市 

（株）イノアックコーポレーション 自動車関連産業 栗原市 

平成２９年度 ＣＫＤ(株) 高度電子機械産業 大衡村 

日本積層造形(株) 高度電子機械産業 多賀城市 

(株)ワイ・デー・ケー 高度電子機械産業 大和町 

(株)ヤヨイサンフーズ 食品関連産業 気仙沼市 

平成３０年度 エスファクトリー東北（株） 食品関連産業 登米市 

トライデントオサベフーズ（株） 食品関連産業 登米市 

（株）Ⅰ.Ｄ.Ｆ 高度電子機械産業 石巻市 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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令和元年度 （株）ケーヒン 自動車関連産業 村田町 

スターゼン（株） 食品関連産業 多賀城市 

（株）ニッケ機械製作所 生産用機械器具製造業 登米市 

牧野精工（株） 高度電子機械産業 登米市 

（注１）社名は報道等公表時点のもの。各企業の立地決定（立地表明など）をした年度毎に表示している。 

（注２）「産業分野」は，県の企業誘致重点戦略の重点８分野に位置付けられている産業名を基本としている。 

 

（２）工場立地基盤整備事業貸付金 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 ２，１６５，６００千円（基金活用額 ２，１６５，６００千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費   ５５０，０００千円（基金活用額   ５５０，０００千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １，６０４，８００千円（基金活用額 １，６０４，８００千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 １０，８００千円（基金活用額 １０，８００千円）］ 

○ 市町村が行う企業誘致を促進するため，工場用地整備に必要な資金を無利子貸付。 

 

① 事業の実績 

年度 貸付件数 開発面積 

平成２０年度 １件  １.８㏊ 

平成２１年度 １件 １１.６㏊ 

平成２６年度 １件 ２２.５㏊ 

平成２７年度 １件  ５.０㏊ 

平成２８年度 １件  ３.２㏊ 

平成２９年度 ２件 ２３.７㏊ 

令和元年度 １件  ０㏊ 

第１期通算 ２件 １３.４㏊ 

第２期通算 ５件 ５４.４㏊ 

第３期通算 １件  ０㏊ 

通算 ８件 ６７.８㏊ 

    ※令和元年度は平成 29年度貸付分の追加貸付のため，開発面積は０haとなっている。 

 

 ② 事業の成果 

・ 本貸付金により造成した工業団地に，令和元年度までに８社が立地しています。 

       
     貸付金を活用して造成した工業用地             「株式会社コスメティック・アイーダ」 

      （亘理中央地区）               の立地協定式  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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（３）情報通信関連企業立地促進奨励事業 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 １９９，２９０千円（基金活用額 １９９，２９０千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 １３６，０００千円（基金活用額 １３６，０００千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費  １６，８４５千円（基金活用額  １６，８４５千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費  ４６，４４５千円（基金活用額  ４６，４４５千円）］ 

○ 雇用拡大や地域経済の活性化を図るため，製造業等の設計・開発部門及び開発型 IT 企業に対

して，初期投資軽減及び新規雇用促進のための奨励金を交付し，戦略的な企業誘致を展開。 

 

① 事業の実績 

年度 交付件数  交付額      

平成２０年度 １件  ５０,０００千円 

平成２１年度 １件  ３７,１００千円  

平成２２年度 １件  ４８,９００千円  

平成２５年度 １件  ３,０８１千円  

平成２７年度 １件  ９００千円  

平成２９年度 ３件  １２,８６４千円  

平成３０年度 ８件  ２１,１７８千円  

令和元年度 １０件  ２５,２６７千円 

第１期通算 ３件  １３６,０００千円  

第２期通算 ５件  １６,８４５千円  

第３期通算 １８件  ４６,４４５千円  

通算 ２６件 （１５社） １９９,２９０千円  
※ 奨励金を複数年に分割して交付した場合，年度ごとに１件と数えている。 

  

② 事業の成果 

  ・ コールセンター（平成２０～２２年度まで）及び開発系ＩＴ企業の立地により，新規雇用６２７

人分が創出されました。 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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（４）放射光施設整備費補助事業 

○ 平成３０～令和元年度 事業費 ３，０００，０００千円（基金活用額 ３，０００，０００千円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ３，０００，０００千円（基金活用額 ３，０００，０００千円）］ 

○ 東日本大震災からの産業復興と次世代放射光施設設置によるイノベーション創出の拠点化を

図るため，施設の整備・運営主体である一般財団法人光科学イノベーションセンターに対して，

平成３０年度から令和元年度にかけて総額３０億円を上限として，敷地造成費や基本建屋建築費等

を補助。 

○ 事業計画（事業主体：一般財団法人光科学イノベーションセンター） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

敷地造成      

基本建屋基本設計      

基本建屋詳細設計      

基本建屋建築※      

※県補助金の交付は令和元年度まで 

 

① 事業の実績 

・ 次世代放射光施設の敷地造成工事，基本建屋実施設計及び基本建屋建築工事に関する補助金

を交付しました。 

年度 交付額 実績等 

平成３０年度 ５４０，０００千円 基本建屋基本設計が完了，敷地造成工事に着手 

令和元年度 ２，４６０，０００千円 敷地造成工事・基本建屋実施設計が完了，基本建屋建築

工事に着手 

通算 ３，０００，０００千円  

 

 ② 事業の成果 

・ 敷地造成工事が完了するとともに，令和２年３月に基本建屋建築工事に着手し，令和５年度の

運用開始に向けた整備推進に取り組みました。 

 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 

基本建屋建築工事起工式の様子 次世代放射光施設イメージパース 
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その他の企業集積促進に関する事業 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

中京地区において，自動車関連産業を中心に
企業誘致活動を強化

平成20～令和元年度
140,035

（140,035）

平成20～令和元年度にかけ，延べ6,001件の企
業訪問を実施

自動車関連産業を中心に25社の県内立地に
貢献

仙台北部工業用水道の濁度対策事業に要する
経費を助成

平成30～令和元年度
794,781

（794,781）

濁度対策施設建設にあたっての設計及び基礎工
事が終了。

－

首都圏のソフトウェア開発企業等への誘致セミ
ナーの開催

平成29～令和元年度
8,738

（8,738）

東京都内において，ＩＴ企業立地セミナーを開催
し，113社139人の企業関係者に対しＰＲ・情報交
換を実施

ソフトウェア開発企業等の企業誘致活動を行う
上で，新たな折衝企業の獲得に貢献

工業団地関連の交通信号機等を整備
平成20～令和元年度

250,303
（63,769）

工業団地関連の信号機43基を整備
工業団地内の交通の安全と物流の円滑化に
貢献

企業立地型交通安全施設整備事業

工場立地関連特別対策事業

情報通信関連企業立地説明会開催事業

1-1 企業集積促進

名古屋産業立地センター運営事業

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-１ 企業集積促進」 
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平成２０～令和元年度 事業費 １，７８５百万円（基金活用額 １，７６４百万円）※平成 20～29 年度：旧中小企業技術高度化支援 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ３９８百万円（基金活用額 ３９６百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ８９４百万円（基金活用額 ８８１百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ４９３百万円（基金活用額 ４８７百万円）］ 

県内中小企業の競争力強化のため，技術力や研究開発力，営業力等の向上を支援し，取引の創

出・拡大につなげました。 

 

（１）富県宮城技術支援拠点整備事業 

○ 平成２０～２２・２５～令和元年度 事業費 ７０４，３８１千円（基金活用額 ７０４，３８１千円） 

［第１期（平成２０～２４年度） 事業費 ２５１，６１２千円（基金活用額 ２５１，６１２千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度） 事業費 ３５５，６０４千円（基金活用額 ３５５，６０４千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度） 事業費 ９７，１６５千円（基金活用額 ９７，１６５千円）］ 

○ 地域企業が単独で保有することの難しい機器を宮城県産業技術総合センターに整備し，新製品 

開発支援や技術高度化支援を実施。 

 

① 事業の実績 

・ 自動車関連産業や高度電子機械産業等における技術高度化に向けた基盤を整備するため， 地

域企業が単独で保有することが難しい以下の２６機器を産業技術総合センターに設置しました。  

年度 設置機器 

平成２０年度 大型連続式放電プラズマ焼結装置（ＳＰＳ） 

平成２１年度 車載機器用ＥＭＣ試験装置 

平成２２年度 味・香り評価装置 

平成２５年度 複合環境試験装置，切削・研削評価装置，クリープ試験機 

平成２６年度 高速引張試験機 

平成２７年度 高機能マテリアル３Ｄプリンターシステム， 

ポータブル３Ｄデジタイザ，非接触三次元表面粗さ測定機 

平成２８年度 走査型電子顕微鏡ＦＥ－ＳＥＭ，高速液体クロマトグラフ 

平成２９年度 化合物分析システム，回転式動的粘弾性測定装置，ヘッドスペースガス

クロマトグラフ，磁場中熱処理装置，温度可変振動試料型磁力計 

平成３０年度 食品分析評価支援装置，三次元モデル設計システム，高品位グラフィッ

ク処理システム，難加工性材切削評価システム，紫外可視近赤外分光光

度計，電源ノイズアナライザ，リアルタイムスペクトラムアナライザ 

令和元年度 酒造関連支援設備（超低温フリーザー（微生物用），オートクレーブ，

サーマルタンク，クリーンベンチ），エンジニアリングプラスチック造

形システム 

１-２  技術高度化支援 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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② 事業の成果 

   ・ 自動車部品の新製品開発の評価や新素材の開発など，導入した機器を活用した県内中小企業

等への技術支援を３，６４６件（平成２０～令和元年度）実施しています。 

 

設置機器 機器概要等 
大型連続式放電プラズマ
焼結装置（ＳＰＳ） 

地域企業が県の技術支援を受けながら，本装置を活用し，金属やセラミ
ックス粉末を焼き固めて作製する材料の大型化が可能となりました。 

車載電子機器用ＥＭＣ試
験装置 

自動車産業関連企業が開発した車載機器を県内で試験することができる
ようになりました。 

味・香り評価装置 食品加工業関連企業の新製品開発に必要な，食品素材の味評価等，食品
加工に関する評価を行うことができるようになりました。 

複合環境試験装置 自動車部品の製品化にあたり必須の試験である“温度・湿度を制御しな
がら行う振動試験”が実施できるようになりました。 

切削・研削評価装置 切削・研削加工面の評価や精密加工等で使用する工具等の摩耗状態の評
価が可能となりました。 

クリープ試験機 プラスチック材料の耐久性評価の一つであるクリープ試験が可能となり
ました。 

高速引張試験機 製品の使用環境に即した速度域での試験及び圧縮・引張のサイクル試験
が可能となりました。 

高機能マテリアル３Ｄプ
リンターシステム 

３次元ＣＡＤデータから耐熱樹脂による型を直接造形し，ウレタンゴム
などの樹脂モデル用型の短時間作製が可能となりました。 

ポータブル３Ｄデジタイ
ザ 

自動車や高度電子産業分野における大型複雑形状工業製品の短時間 3 次
元形状計測が可能となりました。 

非接触三次元表面粗さ測
定機 

半導体産業や光学部品の評価に必要となるナノメートル単位の表面性状
の計測・評価が可能となりました。 

走査型電子顕微鏡ＦＥ－
ＳＥＭ 

元素分析を行うことができ，製品の開発等において，素材を詳細に観察・
分析することが可能となりました。 

高速液体クロマトグラフ 農林水産物や加工食品に含まれる栄養成分，機能性成分の測定，加工食
品の加工条件による品質評価が可能となりました。 

化合物分析システム 開発した材料が設計どおりに作られているかの評価や，製品に付着した
細かな異物の種類を特定することが可能となりました。 

回転式動的粘弾性測定装
置 

食品や工業製品の硬さや柔らかさ，粘り気を数値化して評価することが
可能となりました。 

ヘッドスペースガスクロ
マトグラフ 

食品，飲料等の高付加価値化や品質保証のため，「香り」を数値化して評
価することが可能となりました。 

磁場中熱処理装置 高度電子機械や自動車の製造工程を高度化するために必要なセンサー開
発に用いられる磁性材料等を作ることが可能となりました。 

温度可変振動試料型磁力
計 

高度電子機械や自動車の製造工程を高度化するために必要なセンサー開
発に用いられる磁性材料等の磁気特性の測定が可能となりました。 

食品分析評価支援装置 食品中に含まれる糖・タンパク質等の濃度や微生物の繁殖に関係する水
分量，カロリーや色調等，食品の開発に必要な各種測定を行うもの。 

走査型電子顕微鏡 温度可変振動試料型磁力計 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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三次元モデル設計システ
ム 

３ＤＣＡＤソフトウェア及びワークステーション一式。県内ものづくり
企業による３Ｄものづくりを支援するためのもの。 

高品位グラフィック処理
システム 

グラフィック処理ソフトウェア及びプリンターからなる，商品パッケー
ジの開発や試作支援に用いるもの。 

難加工性材切削評価シス
テム 

航空機材料等に用いられる難加工材を加工する際に工具にかかる負担
（工具磨耗具合，工具先端温度等）を計測し，最適な加工条件を導出す
るための機器。 

紫外可視近赤外分光光度
計 

目には見えない波形の光を用い，その反射率を測定することで，溶液や
固体試料，食品等，様々な物質の成分分析を行うことができる機器。 

電源ノイズアナライザ 電源周辺で発生するノイズを測定するためのＥＭＣ対策機器。 
リアルタイムスペクトラ
ムアナライザ 

工場等の現場で不定期に発生したりなくなったりする電子ノイズを確実
に捉えることが可能なＥＭＣ対策機器。 

酒造関連支援設備（超低
温フリーザー（微生物
用），オートクレーブ，サ
ーマルタンク，クリーン
ベンチ） 

清酒用酵母の開発や酒造用米候補品種の評価に当たり，試験醸造を行う
ために用いる装置。 

エンジニアリングプラス
チック造形システム 

エンジニアリングプラスチック材料による造形が可能な３Ｄプリンタ
ー，造形物を徐冷する送風定温恒温器，３Ｄプリンター用材料を作製す
るフィラメント成形装置を組み合わせたシステム。 

 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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（２）デジタルエンジニアリング高度化支援事業 

○ 平成２８～令和元年度 事業費 ５１，４９２千円（基金活用額 ４８，６５０千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ２７，９１８千円（基金活用額 ２６，０７２千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ２３，５７４千円（基金活用額 ２２，５７９千円）］ 

○ 産業技術総合センターに設置した「みやぎデジタルエンジニアリングセンター」において，ク

リエイティブなデジタルエンジニアの育成，県内企業への技術の普及啓発。 

 

① 事業の実績 

・  ３Ｄプリンターや３ＤＣＡＤを高度に活用し，自ら課題解決に取り組むデジタルエンジニア育

成を行う研修事業，セミナー，複数の研究会を実施しました。また，個別のデジタルエンジ

ニアリングの技術課題に取り組む企業に対し，課題解決支援を実施しました。 

年度 実績等 

平成２８年度 
産業技術総合センターに「みやぎデジタルエンジニアリングセンター」を設置。 
技術セミナー（１回３６人参加），研究会（７回延べ１０３人参加），研修（６コース
延べ３０人参加）を実施 

平成２９年度 
セミナー（６回延べ６４人参加），研究会（１０回延べ１３０人参加），研修（７コース
延べ２３人参加）を実施 

平成３０年度 
セミナー（９回延べ２４２人参加），研究会（５回延べ１２５人参加），研修（５コース
延べ２８人参加）を実施 

令和元年度 
セミナー（９回延べ３２０人参加），研究会（３回延べ９１人参加），研修（２コース
延べ１４人参加） 

第２期通算 
セミナー等（７回延べ１００人参加），研究会（１７回延べ２３３人参加），研修（延べ
５３人参加） 

第３期通算 
セミナー（１８回延べ５６２人参加），研究会（８回延べ２１６人参加），研修（延べ 
４２人参加）を実施 

通算 
セミナー等（２５回延べ６６２人参加），研究会（２５回延べ４４９人参加），研修（延
べ９５人参加）を実施 

 

  

 

 
 

 

 

 

② 事業の成果 

・ 参画企業が金属粉末造形サービス提供企業を設立し，また世界最大級の金属３Ｄプリンター

を国内で最初に導入したことにより，３Ｄプリンターによる県内製造業の活性化が期待されます。 

・ 既存の加工技術を３Ｄプリンター造形品に応用する技術開発に，企業と共同で取り組みました。 

・ 本事業の課題解決事業を活用し，県内企業が医療分野の製品開発・販売をしました。 

  

３ＤＣＡＤ高度活用研修 ３Ｄプリンターによる 

小ロット生産技術研修 
金属粉末３Ｄプリンター造形品 

デジタルエンジニアリング課題解決を活用した医療分野製品化例 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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（３）高度電子機械産業集積促進事業（人材育成センターを除く） 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 ３４２，８３６千円（基金活用額 ３２３，８１７千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  ３５，７２８千円（基金活用額  ３３，２３５千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ２０８，２５２千円（基金活用額 １９６，５３０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ９８，８５６千円（基金活用額 ９４，０５２千円）］ 

○ 県内企業や関係機関で構成する「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」を運営し，高度電子機

械産業の市場や技術に関するセミナーの開催，展示会出展支援を通じ，県内企業の取引の創出・

拡大を促進。 

 

 ① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２０年度 １１月に「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」を設立し，先進企業等での技術内
覧会を開催 

平成２１年度 発注企業との商談会等の開催や，「半導体等製造装置」「医療・健康機器」「エネル
ギー・デバイス」「航空機」市場の各研究会活動を実施 

平成２２年度 ４研究会活動の運営，市場技術セミナー，ビジネスマッチングの開催，企業の展
示会への出展支援 

平成２３年度 ４研究会活動の運営，講演会，市場技術セミナーの開催，企業の展示会への出展支援  

平成２４年度 ４研究会活動の運営，市場技術セミナーの開催（６回３９６人），展示会への出展支
援（８回），川下企業への技術プレゼンテーション（１回９社），工場見学会（１回）
の開催 

平成２５年度 市場技術セミナーの開催（７回５０９人），展示会への出展支援（９回延べ４２社），川
下企業への技術プレゼンテーション（３回２３社），工場見学会（１回）の開催，プ
ロジェクト支援事業の推進 

平成２６年度 市場技術セミナーの開催（１７回１，２７０人），展示会への出展支援（１１回延べ５２
社），川下企業への技術プレゼンテーション等（２４回６９社），工場見学会（３回）
の開催，国際認証取得奨励金の交付（１件），プロジェクト支援事業の推進 

平成２７年度 市場技術セミナーの開催（１５回９４５人），展示会への出展支援（１０回延べ５７社），
川下企業への技術プレゼンテーション等（４４回１６５社），工場見学会（２回）の開
催，国際認証取得奨励金の交付（３件），医療分野参入促進補助金の交付（５件），
プロジェクト支援事業の推進 

平成２８年度 市場技術セミナーの開催（１６回８１２人），展示会への出展支援（９回延べ４４社），
川下企業への技術プレゼンテーション等（５０回１６４社），工場見学会（１回）の開
催，国際認証取得奨励金の指定（１件），医療分野参入促進補助金の交付（４件），
プロジェクト支援事業の推進 

平成２９年度 市場技術セミナーの開催（１２回７１０人），展示会への出展支援（１０回延べ５２社），
川下企業への技術プレゼンテーション等（５９回１１０社），国際認証取得奨励金の
指定（１件）・交付（１件），医療分野参入促進補助金の交付（４件），プロジェク
ト支援事業の推進 

平成３０年度 市場技術セミナーの開催（１３回９３９人），展示会への出展支援（８回延べ３９社），
川下企業への技術プレゼンテーション等（５２回１０８社），国際認証取得奨励金の
交付（１件），医療分野参入促進補助金の交付（５件），プロジェクト支援事業の推
進 

令和元年度 市場技術セミナーの開催（９回６４５人），展示会への出展支援（５回延べ１９社），
川下企業への技術プレゼンテーション等（５４回６８社），国際認証取得奨励金の交
付（１件），医療分野参入促進補助金の交付（５件），プロジェクト支援事業の推進 
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 ② 事業の成果 

・ 今後成長が見込まれる「半導体・エネルギー」，「医療・健康機器」，「航空機」分野のセ

ミナー開催や展示会への出展支援のほか，川下企業への技術プレゼンテーションや県内企業紹

介等を通じて，３３５件（平成２０～令和元年度）の商談が成立しました。 

 

（４）新規参入・新産業創出等支援事業 

○ 平成２６～令和元年度 事業費 ２０９，７７７千円（基金活用額 ２０９，７７７千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １０６，３３５千円（基金活用額 １０６，３３５千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 １０３，４４１千円（基金活用額 １０３，４４１千円）］ 

○ 高度電子機械産業分野等での新事業，新産業創出を目指して，産学官連携による技術高度化等

に必要な技術・製品開発費用の一部を支援するとともに，川下企業等への新規参入を目指して，

試作開発等に取り組む県内企業に対し，その費用の一部を支援。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２６年度 試作開発支援事業費補助金６件を交付 

平成２７年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型３件， 

成長分野参入支援型８件）を交付 

平成２８年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型３件， 

成長分野参入支援型６件）を交付 

平成２９年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件， 

成長分野参入支援型９件）を交付 

平成３０年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件， 

グループ開発型１件，成長分野参入支援型８件）を交付 

令和元年度 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型４件， 

グループ開発型２件，成長分野参入支援型８件）を交付 

第２期通算 試作開発支援事業費補助金６件，新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地

域イノベーション創出型１０件，成長分野参入支援型２３件）を交付 

第３期通算 新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創出型８件，グ

ループ開発型３件，成長分野参入支援型１６件）を交付 

  通算 試作開発支援事業費補助金６件，新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地

域イノベーション創出型１８件，グループ開発型３件，成長分野参入支援型３９件）

を交付 

 

 ② 事業の成果 

・ 採択企業が，高度電子機械産業や医療分野において新たな製品を開発・販売しました。 

・ 本事業により，地域企業の産学官連携による新技術，新製品の開発体制が構築されました。 

・ 成長分野参入支援型に採択された企業が，電子部品用複合型プラスチックリールの試作開発

を行い，川下企業へ提案しました。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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（５）自動車関連産業特別支援事業（人材育成センターを除く） 

 ※平成２０年度「自動車関連産業 OB 活用事業」を含む 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 ３０３，２６１千円（基金活用額 ３０３，２６１千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  ７９，６８７千円（基金活用額  ７９，６８７千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １４１，０６０千円（基金活用額 １４１，０６０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ８２，５１４千円（基金活用額 ８２，５１４千円）］ 

○ 自動車関連産業の集積を目指し，県単独による展示商談会開催や自動車関連企業ＯＢ等による

生産現場改善支援によって県内企業の受注獲得を支援するとともに，研修参加等の経費補助や

セミナー開催による情報提供により人材育成を支援。加えて，企業の新技術・新工法の開発・

提案に向けた共同研究や部品分析，個別プロジェクト検討等技術開発を支援。 

 

 ① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２０年度 生産現場改善指導を３社に対し実施，自動車産業特別支援コーディネーター（企業

ＯＢ）の配置，先進企業等での技術内覧会等を開催 

平成２１年度 アドバイザーによる生産現場改善指導（３５社），新規参入セミナー（３１７社       

５５９人参加） 

平成２２年度 展示商談会（２７社参加），非常勤職員による県内企業指導（２０社），アドバイザー

による生産現場改善指導（１１社） 

平成２３年度 展示商談会（３８社参加），非常勤職員による県内企業訪問，アドバイザーによる

生産現場改善指導（８社） 

平成２４年度 展示商談会（２８社参加），非常勤職員による県内企業訪問，アドバイザーによる

生産現場改善指導（１０社） 

平成２５年度 展示商談会（８社参加），非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問，アドバイザーによる生産現場改善指導（集合研修６回２社・個別支援１０

社），自動車関連産業セミナー(４回延べ計４１２人参加)及び新技術・新工法研究開

発促進（支援企業数２社） 

平成２６年度 展示商談会（５社参加），非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問，アドバイザーによる生産現場改善指導（集合研修５回４４社・個別支援８

社），人材育成補助金交付（３社），自動車関連産業セミナー（３回延べ計２０１人

参加）及び新技術・新工法研究開発促進（支援企業数４社） 

 

地域イノベーション創出型を活用した 

産学官連携による技術・製品開発例 

成長分野参入支援型を活用した試作開発例 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 
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年度 実績等 

平成２７年度 展示商談会（１７社参加），非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内

企業訪問及び生産現場改善指導（集合研修７回５５社・個別支援９社），人材育成補

助金交付（７社），自動車関連産業セミナー（４回延べ計１４０人参加）及び新技術・

新工法研究開発促進（支援企業数４社） 

平成２８年度 展示商談会（４社参加），非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問及び生産現場改善指導（集合研修６回８４社・個別支援７社），人材育成補助

金交付（５社），自動車関連産業セミナー（４回延べ計２６９人参加）及び新技術・

新工法研究開発促進（支援企業数５社），ベンチマーク支援（展示棟建設，ベンチ

マーク用車両調達，部品分析委託等） 

平成２９年度 展示商談会（３９社参加），非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内

企業訪問及び生産現場改善指導（集合研修６回８９社・個別支援７社），人材育成補

助金交付（６社），自動車関連産業セミナー（５回延べ計２８８人参加）及び新技術・

新工法研究開発促進（支援企業数４社），ベンチマーク支援（専任非常勤職員配

置，セミナー開催，部品分析委託，個別プロジェクト支援（２件）等） 

平成３０年度 展示商談会（１６社参加），非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内

企業訪問及び生産現場改善指導（集合研修５回４８社・個別支援６社），人材育成補

助金交付（６社），自動車関連産業セミナー（４回延べ計１３０人参加），新技術・新

工法研究開発促進（支援企業数４社），ベンチマーク支援（専任非常勤職員配置，

セミナー開催，部品分析委託，個別プロジェクト支援（５件）等） 

令和元年度 展示商談会（９社参加），非常勤職員や自動車産業振興アドバイザーによる県内企

業訪問及び生産現場改善指導（集合研修９回７６社・個別支援７社），人材育成補助

金交付（６社），自動車関連産業セミナー（３回延べ計１１０人参加），新技術・新工

法研究開発促進（支援企業数８社），ベンチマーク支援（専任非常勤職員配置，セ

ミナー開催，部品分析委託，個別プロジェクト支援（７件）等） 

  

② 事業の成果 

  ・ 県内企業の自動車関連産業への新規参入や取引拡大を図るため，受注獲得，人材育成，技術

開発のそれぞれの分野で各種支援を継続してきた結果，４７５件（平成２０～令和元年度）の商

談が成立しました。 

 

その他の技術高度化支援に関する事業 

 

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

本県の強みを活かした商品開発や地域づくりに
ついての調査検討を行うため，テーマ指定によ
る産学共同研究会を実施

令和元年度
586

（586）

宮城県に設置される次世代放射光施設の県内食
産業への利用促進を目指し，放射光施設を利用
した食品分野での商品開発や食材・商品のブラ
ンド化に関する調査を行う産学共同研究会を，県
内学術機関に委託して実施した。(委託件数１件)

次世代放射光施設の県内産業への活用に向
け，企業や学術機関の放射光施設利用の意
識醸成に貢献。

IoT機器，自動車や大型電子機器等における電
磁干渉試験に対応する施設を整備

令和元年度
16,983

（16,983）

県内企業の車載機器分野参入の後押しを図るた
め，大型機器や車載機器等の国際規格に基づい
た電磁干渉試験が可能なEMC総合試験棟の整
備に伴う設計及び地質調査を実施した。

EMC総合試験棟の整備に向け，事業が前進し
た。

地元中小企業による高性能リチウムイオン電池
の量産化及び製品出荷等における支援のた
め，産業技術総合センターの体制整備を実施

令和元年度
5,928

（5,928）

製品振動試験を産業技術総合センターで対応す
るため，現有の振動試験機に対して，消化装置
を設置する等の安全対策等を実施

県内企業の参入促進や取引拡大に貢献

県内中小企業等が技術開発等のツールとして有
効な国補助事業「戦略的基盤技術高度化・連携
支援事業（サポイン）」を活用するため，（公財）
みやぎ産業振興機構の体制整備強化を実施

令和元年度
9,800

（9,800）

（公財）みやぎ産業振興機構の専門員を増員（3
名→5名）し，体制強化を図り，県内中小企業等を
支援

県内企業の技術開発に貢献

東北放射光施設推進協議会活動及び県内企業
の放射光利用促進に向けた実地研修事業を実
施

平成30～令和元年度
3,899

（3,899）

東北放射光施設推進協議会実務者会議を開催
するとともに，放射光利用実地研修（あいちトライ
アルユース）を実施した。

次世代放射光施設の普及啓発と県内企業の
利用促進に貢献

次世代素材であるセルロースナノファイバー
（CNF)に係るセミナー等の開催

平成29～令和元年度
21,320

（21,320）

講演会・サンプル展示会3回及び研究会10回を開
催。

CNF（セルロースナノファイバー）の認知度向上
及び研究開発への参入促進に貢献

産業技術総合センターが主体となり研究開発，
技術移転を支援

平成20～令和元年度
88,869

（88,869）

研究開発した技術（延べ6テーマ）を県内企業へ
移転

県内企業の高付加価値製品の開発や実用化
を支援し競争力を強化

放射光施設設置推進事業

次世代素材活用推進事業

地域企業競争力強化支援事業

産業技術総合センターEMC総合試験棟
整備事業

新分野参入支援事業

ものづくり基盤技術高度化支援事業

1-2 技術高度化支援

産学連携プロジェクト推進事業

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-２ 技術高度化支援」 



24 

 

 

平成３０～令和元年度 事業費 ２９５百万円（基金活用額 ２８８百万円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ２９５百万円（基金活用額 ２８８百万円）］ 

中小企業・小規模事業者の持続的発展・成長に向けて，生産性の改善等に向けた取組に加え，後

継者の確保等事業承継に関する支援や起業のための拠点の確保，人的ネットワーク構築の機会の提

供など創業・第二創業の加速化に向けた取組を推進しました。 

 

（１）創業加速化支援事業 ※平成 29 年度：地域産業振興促進 

○ 平成２９～令和元年度 事業費 ８０，２７６千円（基金活用額 ８０，２７６千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費  １８，０６８千円（基金活用額  １８，０６８千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ６２，２０８千円（基金活用額 ６２，２０８千円）］ 

○県内において創業又は第二創業する方にスタートアップ資金を補助。 

 

① 事業の実績 

年度 補助件数 補助金額 

平成２９年度 １５件（うち継続 ０件，新規１５件） １３，０６８千円 

平成３０年度 ３０件（うち継続 １５件，新規１５件） ２３，６３３千円 

令和元年度 ３０件（うち継続 １５件，新規１５件） ３３，５７５千円 

第２期通算 １５件（うち継続 ０件，新規１５件） １３，０６８千円 

第３期通算 ６０件（うち継続 ３０件，新規３０件） ６２，２０８千円 

通算 ７５件（うち継続 ３０件，新規４５件） ８０，２７６千円 

  ※事業費は補助金額に事務費を加えたもの。 

  ※補助件数は通算７５件であるが，２か年事業のため支援者数は４５者。 

  

② 事業の成果 

・ 平成２９～令和元年度で，４５者の創業を支援することにより，雇用の創出や地域産業の再生

に寄与しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１-３  中小企業・小規模事業者活性化 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

事業撤退に伴う空き店舗を活用した 

地元の農産物，加工品の直売所（Ｒ１採択） 

独自の製靴技術で宮城の靴文化の発展 

を目指す（Ｒ１採択） 
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（２）生産現場改善強化支援事業 

○ 平成３０～令和元年度 事業費 ７３，０００千円（基金活用額 ７３，０００千円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ７３，０００千円（基金活用額 ７３，０００千円）］ 

○ 県内ものづくり企業の生産現場における生産性改善等の取組に対する支援及び人員配置の適

正化等による経営の安定化の促進。 

 

① 事業の実績 

・ 生産現場改善支援（専門家派遣）及び生産性向上設備導入等支援を実施し，県内中小企業・

小規模事業者の生産性改善の取組を支援しました。 

・ 現場改善セミナーを開催し，生産現場の改善に対する意識啓発，改善の成果の発信や取組の

水平展開を図りました。 

年度 生産現場改善支援 

（専門家派遣） 

生産性向上設備 

導入等支援 

現場改善セミナー 

の開催 

平成３０年度 １２社 ７社 ６回１８１人 

令和元年度 １８社 ７社 ４回６９人 

通算 ３０社 １４社 １０回２５０人 

 

 ② 事業の成果 

・不適格品の減少や労働生産性の向上，配置人員の削減など，企業の生産性の向上に貢献して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生産現場改善セミナーの様子 生産現場改善活動支援の様子 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

https://www.joho-miyagi.or.jp/seisankaizen
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（３）事業承継支援体制強化事業 

○ 平成３０～令和元年度 事業費 ２９，００５千円（基金活用額 ２９，００５千円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ２９，００５千円（基金活用額 ２９，００５千円）］ 

○ 県内中小企業・小規模事業経営者に事業承継の必要性を喚起するとともに，円滑な事業承継 

を支援。 

 

① 事業の実績 

・ 県内中小企業の事業承継ニーズを掘り起こすため，「宮城県事業承継ネットワーク事務局」

に事業承継専門員（２人）を配置し，金融機関や商工会・商工会議所等の支援機関と連携し，

事業承継診断の実施等について支援を行いました。 

・ 事業承継支援の重点地区を設定し，重点地区においては，事業者向けセミナーを開催するな

ど，重点的に支援しました。 

・ 事業承継ネットワークのポータルサイトを運営し，広く事業承継の重要性をＰＲするととも

に，支援機関向けに事業承継の事例を掲載しました。 

年度 事業承継診断件数 

平成３０年度 １，５２６件 

令和元年度 ２，００４件 

通算 ３，５３０件 

 

 ② 事業の成果 

・ 事業承継に関する支援を行い１，０５０社が事業承継計画を策定し，事業承継への具体的な道

筋を立てることにつながりました。 

・ 市主催の事業承継連絡会議が設立されるなど，中小企業者の事業承継を支援し，持続的経

営，地域産業の再生を支援するネットワークの拡大につながりました。 

 

  

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 

事業者向けセミナー チラシ 

ポータルサイト 
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（４）小規模事業者伴走型支援体制強化事業 ※平成 28～29 年度：地域産業振興促進 

○ 平成２８～令和元年度 事業費 ６３，９４０千円（基金活用額 ５６，９４３千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ２４，０１８千円（基金活用額 ２４，０１８千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ３９，９２２千円（基金活用額 ３２，９２５千円）］ 

○ 小規模事業者の経営計画の策定や販路拡大を支援するために，商工会や商工会議所が実施する

伴走型支援の取組の強化。 

 

①  事業の実績 

・ 小規模事業者の経営計画等の策定を支援するため，専門家を招いた経営計画等作成セミナー

の開催や個別指導を実施しました。 

・ また，小規模事業者の販路拡大を支援するため，小規模事業者の商談会出展支援や商工会・

商工会議所職員の商談会への同行による指導を実施しました。 

 

年度 セミナーの開催 個別指導の実施 出展補助 同行支援 

平成２８年度 ５１回 ３８９件 － － 

平成２９年度 ５６回 ２８９件 － － 

平成３０年度 ４０回 ５４２件 ４２回 １０回 

令和元年度 ７４回 ５３３件 ３６回 ８回 

第２期通算 １０７回 ６７８件 － － 

第３期通算 １１４回 １，０７５件 ７８回 １８回 

通算 ２２１回 １，７５３件 ７８回 １８回 

 

      

 

 

② 事業の成果 

・ 平成２８～令和元年度で，１，１５２件の経営計画等が策定されるとともに，４９７件の小規模事

業者持続化補助金の採択に結びつくなど，小規模事業者の持続的経営に寄与しています。 

・ 平成３０～令和元年度で，６９社に対し，商談会の出展を補助し，小規模事業者の販路拡大，

新たな販路の開拓に寄与しています。 

  

【経営計画等作成セミナーの様子】（商工会） 【経営計画等作成セミナーの様子】（商工会議所） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 
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その他の中小企業・小規模事業者活性化に関する事業 

 

※平成 20～29 年度：旧中小企業技術高度化支援又は地域産業振興促進の事業を含む。 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

ものづくり産業の振興に資する研究開発を行う
ベンチャー企業等に対して，県内のインキュベー
ト施設やオフィス等に入居する場合の賃料の一
部を補助

平成30～令和元年度
4,946

（4,946）

県内の中小企業者17社に対して，民間賃貸オ
フィス等に係る賃料を補助した。

県内中小企業の事業展開に貢献

自動車関連産業・高度電子産業等に取り組む企
業の負担軽減による融資利活用の促進を図る
ため，県信用保証協会の基本保証料より引き下
げた県制度保証料を設定

平成20～令和元年度
5,668

（5,668）

信用保証協会に対して16社の信用保証料軽減に
係る補助を実施

自動車関連産業及び高度電子産業等に取り
組む企業の資金融通円滑化に貢献

　商工会等が実施する地域資源を活用した新た
な特産品開発や開発後の販路開拓，ブラッシュ
アップ等の取組に対し助成

平成30～令和元年度
2,599

（2,599）

地域資源を活用した特産品の開発等に取り組む
１団体に対して開発等に要する経費の一部を補
助

小規模事業者等の持続的な発展や地域全体
の活性化に貢献

本県での創業を志向するUIJターン希望者への
創業環境等の情報提供

平成29～令和元年度
20,906

（20,906）

大都市圏での創業情報提供(210回)，創業セミ
ナーの開催(8回)，みやぎ訪問ツアーの開催（2
回），本県での創業に関する相談や個別の創業
計画に係る相談への対応(142件)，市町村創業支
援ネットワーク会議（9回）を実施

本県での創業を志向するUIJターン希望者へ
の支援体制の構築に貢献

「地域中小企業応援ファンド事業」と連携し，地
域資源等を活用した新商品・新サービス提供の
ための研究開発等を支援

平成30～令和元年度
21,448

（21,448）

地域資源等を活用して新商品の開発等を行う45
社に助成

県内企業の新商品開発等に貢献

販路開拓を進めるため，伴走型支援を県内全域
で展開し，ものづくり中小企業等の受注獲得を
支援

平成30～令和元年度
33,644

（33,644）

商談会等開催(12回)，営業活動強化支援事業(76
件)，ＷＥＢ開設支援事業(72件)を実施し，県内中
小企業等の受注獲得を支援した。

商談会や県外発注企業へのアフターフォロー
を実施し，県内中小企業等の受注獲得に貢献

「みやぎＩＭ連携協議会」を設置し，インキュベー
ション・マネージャー（ＩＭ）のネットワーク化を図
り，地域の創業支援機能を強化

令和元年度
4,795

（4,795）

みやぎIM統括コーディネーターの設置(1名)，スキ
ルアップ研修会の実施（4回，延べ104名参加)，
地域交流会の開催(3回，28名参加)，IM研修受講
者の旅費補助(認定IM１名)，IM等専門家派遣事
業(2機関，延べ8回)

県内における創業推進活動に貢献

地域創業推進事業

新事業創出支援事業

取引拡大チャレンジ支援事業

みやぎ創業支援ネットワーク構築事業

1-3 中小企業・小規模事業者活性化

ものづくり産業起業家等育成支援事業

富県宮城資金円滑化支援事業

地域特産品等販路開拓等支援事業

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-３ 中小企業・小規模事業者活性化」 



29 

 

 

平成２０～令和元年度 事業費 ８６０百万円（基金活用額 ６４３百万円）※平成 20～29 年度：旧人づくり支援 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ２８８百万円（基金活用額 １３８百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ３７９百万円（基金活用額 ３１５百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 １９２百万円（基金活用額 １９０百万円）］ 

技術力や生産性の向上等を支える人材を育成・確保し，本格化した企業集積の成果を地元雇用

に結びつけるため，産業界から大学，高校まで一体となり，実践的な研修やものづくり産業等の

認知度の向上などの取組を実施し，即戦力としての人材を養成しました。 

 

（１）高度産業人材育成センター運営事業 

○ 平成２４～令和元年度 事業費 ９７，５８３千円（基金活用額 ９７，５８３千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  ５，０２７千円（基金活用額  ５，０２７千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ６６，２８５千円（基金活用額 ６６，２８５千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ２６，２７１千円（基金活用額 ２６，２７１千円）］ 

○ 「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」において，新潟県を含む東北７県の大学，

高等専門学校，専門学校生等を対象に人材育成研修を実施。 

○「みやぎ高度電子機械人材育成センター」において，県内又は県出身の工学系の大学３年生，

高等専門学校生を対象に人材育成研修を実施。 
 

① 事業の実績 

・ 「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」では，自動車の開発・設計に携わるメー

カーの現役技術者等による実践的な実習，講義，工場見学等から構成される人材育成研修を

実施しました。 

年度 実績等 

平成２４年度 計１６日間の研修を実施し，１００人が研修を修了。 

平成２５年度 計１６日間の研修を実施し，６９人が研修を修了。 

平成２６年度 計１５日間の研修を実施し，５７人が研修を修了。 

平成２７年度 計１３日間の研修を実施し，９０人が研修を修了。 

平成２８年度 計１３日間の研修を実施し，６３人が研修を修了。 

平成２９年度 計１３日間の研修を実施し，５７人が研修を修了。 

平成３０年度 計１７日間の研修を実施し，４２人が研修を修了。 

令和元年度 計１６日間の研修を実施し，５７人が研修を修了。 

第１期通算 １００人が研修を修了。 

第２期通算 ３３６人が研修を修了。 

第３期通算 ９９人が研修を修了。 

通算 ５３５人が研修を修了。 

 

  

１-４  人材育成促進 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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・ 「みやぎ高度電子機械人材育成センター」では，大学教授や企業技術者等による実践的な実

習，講義，企業見学等から構成される人材育成研修を実施しました。 

年度 実績等 

平成２６年度 計１５日間の研修を実施し，電子計測制御コース１２人，機械制御コース１５人が研修
を修了。 

平成２７年度 計１５日間の研修を実施し，電子計測制御コース１３人，機械制御コース１４人が研修
を修了。 

平成２８年度 計１５日間の研修を実施し，電子計測制御コース１２人，機械制御コース１３人が研修
を修了。 

平成２９年度 計１５日間の研修を実施し，電子計測制御コース１２人，機械制御コース９人が研修を
修了。 

平成３０年度 計１５日間の研修を実施し，エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース７人， 
メカトロニクス（旧機械制御）コース１３人が研修を修了。 

令和元年度 計１５日間の研修を実施し，エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース６人， 
メカトロニクス（旧機械制御）コース７人が研修を修了。 

第２期通算 電子計測制御コース４９人，機械制御コース５１人が研修を修了。 

第３期通算 
エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース１３人，メカトロニクス（旧機械制御）
コース２０人が研修を修了。 

通算 エレクトロニクス（旧電子計測制御）コース６２人，メカトロニクス（旧機械制御）
コース７１人が研修を修了。 

 

      

 

  

みやぎ高度電子機械人材育成センター 

研修風景（エレクトロニクスコース） 

みやぎ高度電子機械人材育成センター 

研修風景（メカトロニクスコース） 

 

みやぎカーインテリジェント 

人材育成センター研修風景 

みやぎカーインテリジェント 

人材育成センター研修風景 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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② 事業の成果 

・ 平成３０年度の「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」の修了者４２人中の就職該

当年次者３０人のうち，１１人が自動車関連企業に就職しており，自動車づくりを担う人材の育

成につながっています。 

・ 平成３０年度の「みやぎ高度電子機械人材育成センター」の修了者２０人中の就職該当年次者 

２０人のうち，４人が高度電子機械関連企業に就職し，高度電子機械産業を担う人材の育成につ

ながっています。 

 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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（２）ものづくり人材育成確保対策事業 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 １９０，２４１千円（基金活用額 １８５，９４１千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  ２１，４９８千円（基金活用額  ２１，４９８千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １０９，５０１千円（基金活用額 １０６，６０１千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ５９，２４２千円（基金活用額 ５７，８４２千円）］ 

○ ものづくり産業の人材確保に向けた認知度向上の取組のほか，製造業への就職の拡大や早期離

職の防止等を図るためにキャリアカウンセラーの高校等への派遣を実施。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２０年度 企業向け人材確保セミナー，高校生向けものづくり企業見学会，隣県大学等での

県内企業セミナー等を実施 

平成２１年度 企業向け採用力向上セミナー，高校生向け入社準備セミナー等を開催。高校等延

べ２６校にキャリアカウンセラーを派遣 

平成２２年度 企業向け採用力向上セミナー，高校生向け工場見学会等を開催。高校等延べ４１校

にキャリアカウンセラーを派遣 

平成２３年度 企業向け採用力向上セミナー，高校生向け工場見学会等を開催。高校等延べ３０校

にキャリアカウンセラーを派遣 

平成２４年度 企業向け採用力・育成力向上セミナー，高校生向け工場見学会，県内外理工系大

学生向けセミナー等を開催。高校等延べ３１校でキャリアカウンセラー派遣による

セミナーを実施 

平成２５年度 企業向け採用力向上セミナー（６回，６７事業所），高校生・大学生・若年求職者

向け工場見学会（１３回，４０８人），県内外理工系大学生等向けセミナー（４回，

２５７人）。高校等延べ３０校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施 

平成２６年度 企業向け採用力向上セミナー（４回，４７事業所），高校生・大学生・若年求職者向

け工場見学会（１５回，４９３人），県内外理工系大学生等向けセミナー（２回，７８

人）。高校等延べ２９校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に

高校生を対象としたものづくり産業広報誌を発行 

平成２７年度 

 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回，１０８事業所），高校生・大学生向け工場見学

会（４２回，１,０７４人），県内外理工系大学生等向けセミナー（５回，１２９人）。高

校等延べ２４校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に高校生を

対象としたものづくり産業広報誌を発行。ものづくり人材育成コーディネーター

を配置。 

平成２８年度 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回，１１０事業所），高校生・大学生向け工場見学

会（３５回，１,４０３人），県内外理工系大学生等向けセミナー（５回，８５人）。高校

等延べ３０校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に高校生を対

象としたものづくり産業広報誌を発行。ものづくり人材育成コーディネーターを

配置。 

平成２９年度 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回，１６９事業所），高校生・大学生向け工場見学

会（１３回，７３５人），県内外理工系大学生等向けセミナー（５回，５９人）。高校等

延べ２８校でキャリアカウンセラー派遣によるセミナーを実施。主に高校生を対象

としたものづくり産業広報誌を発行。ものづくり人材育成コーディネーターを配

置。 

 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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年度 実績等 

平成３０年度 

 

企業向け採用力向上セミナー（４回，９２事業所），高校生・大学生向け工場見学会

（２４回，１，３５６人），県内外理工系大学生等向けセミナー（５回，７９人）。高校等 

へのキャリアカウンセラー派遣によるセミナー（延べ２９校）。高校生等を対象と

したものづくり産業広報誌発行。ものづくり人材育成コーディネーター配置。 

令和元年度 企業向け採用力向上セミナー（３回，７２事業所），高校生や教員等向け工場見学会

（２３回，１，０７１人），ものづくり企業セミナー（仙南地域 参加企業４８社，参加

学生数約５００人）。高校等へのキャリアカウンセラー派遣によるセミナー（延べ 

２９校）。高校生等を対象としたものづくり産業広報誌発行。ものづくり人材育成

コーディネーター配置。 

 

② 事業の成果 

 ・ 平成１９年度から平成２２年度にかけ，県全体の高校生の就職内定率は下落しましたが，工業学

科は小さな下げ幅から横ばいに留まっていました。東日本大震災後は，関係機関が連携した就

職支援や雇用状況の改善により就職内定率は上昇しています。中でも工業学科は高い内定率を

達成しています。 

 

 ・ また，製造業に就職した工業高校生の割合は，平成２４年度から２５年度に一時的に低下したも

のの，平成２６年度には増加に転じ，現在も過半数となっています。好景気を反映して製造業の

求人数が増加したこと等の影響によるものと考えられます。 

・ 本事業及び後述の「みやぎクラフトマン２１事業」などによる，高校生への製造業の認知度向

上，実践的な研修による技能向上により，本県の次代を担うものづくり産業の人材育成に取り

組んでいます。 
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Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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（３）みやぎクラフトマン２１事業 

○ 平成２２～令和元年度 事業費 １５１，３２７千円（基金活用額 ４２，５３８千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ６２，６９５千円（基金活用額 １４，４９０千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ８０，３１４千円（基金活用額 １９，７３０千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ８，３１８千円（基金活用額 ８，３１８千円）］ 

○ 工業系学科を有する学校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践的な指導や最新工作機

械の導入等を通じて，企業で即戦力となる人材を育成。 
 

 ① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２２年度 工業高校等９校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１４０プログラムを実施したほか，工業系高校２校で工作機械を導入 

平成２３年度 工業高校等１３校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１１２プログラムを実施したほか，工業系高校２校で工作機械を導入 

平成２４年度 工業高校等１４校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１６３プログラムを実施したほか，工業系高校２校で工作機械を導入 

平成２５年度 工業高校等１４校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１９３プログラムを実施したほか，工業系高校２校で工作機械等を導入 

平成２６年度 工業高校等１４校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１７６プログラムを実施したほか，工業系高校１校で工作機械等を導入 

平成２７年度 工業高校等１４校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１７２プログラムを実施したほか，溶接技術講習会を実施 

平成２８年度 工業高校等１４校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３３プログラムを実施したほか，溶接技術講習会を実施 

平成２９年度 工業高校等１３校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３１プログラムを実施したほか，溶接技術講習会を実施 

平成３０年度 工業高校等１３校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３３プログラムを実施したほか，溶接技術講習会を実施 

令和元年度 工業高校等１３校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など 
１３３プログラムを実施したほか，溶接技術講習会を実施 

第１期通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など４１５プログラムを実施 

第２期通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など８０５プログラムを実施 

第３期通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など２６６プログラムを実施 

通算 企業ＯＢ等の熟練技能者による実践授業など１，４８６プログラムを実施 

  

② 事業の成果 

  ・ 本事業の実施により，生徒のものづくりに関する意識の醸成，専門知識と仕事との関連性の

理解促進，資格取得，就職への意欲向上に取り組んだほか，各種競技大会での好成績などの

効果が得られています。 
  ・ 県内多数の企業の協力や，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践的な指導により，多くの生徒

が技能検定試験に合格しており，意欲的にものづくり技能の向上，即戦力となる人材の育成

に取り組んでいます。※技能資格取得者数：２級２３１人，３級４，２３０人（平成２２～令和元年度） 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 

【写真】 

「みやぎクラフトマン２１事業」 

実践風景及びその成果 

（技能五輪国際大会ﾛｼｱｶｻﾞﾝ大会） 
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（４）地学地就・地域産業の担い手育成推進事業 

○ 平成２９～令和元年度 事業費 １１４，１８５千円（基金活用額 １１４，１８５千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ３８，０３８千円（基金活用額 ３８，０３８千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ７６，１４７千円（基金活用額 ７６，１４７千円）］ 

○ 学校と地域の企業及び県の関係機関が連携協力して，地域の将来を支えるものづくり人材の 

育成と確保及び職場定着の取組を推進。 
 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２９年度 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，２３２件）， 

求人者対応（１，３０２件），面接指導（３２１件），企業訪問（２４６件） 

平成３０年度 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，１６８件）， 

求人者対応（１，０２３件），面接指導（２７２件），企業訪問（４６０件） 

令和元年度 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，１３２件）， 

求人者対応（１，１１７件），面接指導（３２４件），企業訪問（３４１件） 

第２期通算 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（１，２３２件）， 

求人者対応（１，３０２件），面接指導（３２１件），企業訪問（２４６件） 

第３期通算 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（２，３００件）， 

求人者対応（２，１４０件），面接指導（５９６件），企業訪問（８０１件） 

通算 就職希望者の多い指定校３０校に連携コーディネーターを１５人配置。 

連携コーディネーターの活動実績（延べ件数）：相談対応（３，５３２件）， 

求人者対応（３，４４２件），面接指導（９１７件），企業訪問（１，０４７件） 
 

     

 
 

 ② 事業の成果 

・ 圏域版プラットフォーム会議コアメンバーとして，地域産業界と高校との連絡調整を行い， 

 卒業生の就職先を定期訪問し職場定着を図るとともに，企業訪問で得た情報を生徒・保護者に

還元し，就職先の理解促進・認知度向上につながっています。 

・ 離職した卒業生を県や関係機関の人材確保事業につなぎ，再就職を促しました。 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 

就職支援担当者連絡会議 企業訪問（就職指導研修会） 
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その他の人材育成促進に関する事業 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

就職活動前の学生等を対象に県内ＩＴ企業等が
教育機関等と連携して行う事業に対し費用の一
部を助成，また，非情報系新卒学生等の採用後
の人材育成を支援

平成30～令和元年度
20,532

（20,532）

就職活動前の学生等を対象に，県内ＩＴ企業等が
共同で教育機関等と連携して行う事業に対し，費
用の一部を補助した（１団体へ補助）。また，地域
ＩＴ技術者育成を委託実施した（新卒者等未経験
者向け受講25人，職種転換希望者向け受講延べ
283人）

県内・隣県の学生等の県内ＩＴ企業等への就業
を促進，地域ＩＴ技術者育成

即戦力としての技術者養成を行い，県内外の企
業の要請にこたえる人材を輩出

平成20～令和元年度
8,714

（8,714）

県立高校の専門学科教員を企業等に派遣するな
ど，最新技術等の習得を支援

生徒の最新技術の習得や技能検定合格者が
増加するなど，技術者を養成するための教員
の指導力向上に貢献

IT人材採用・育成支援事業

産業人材養成教員研修事業

1-4 人材育成促進

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-４ 人材育成促進」 
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平成３０～令和元年度 事業費 １８３百万円（基金活用額 １８３百万円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 １８３百万円（基金活用額 １８３百万円）］ 

専門的な知識や経験を有する人材等の県内企業への環流（ＵＩＪターン）促進や企業の人材確保

に向けた環境整備等を支援しました。 

 

（１）ものづくり企業コーディネーター設置事業 

○ 平成３０～令和元年度 事業費 ３６，１１２千円（基金活用額 ３６，１１２千円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ３６，１１２千円（基金活用額 ３６，１１２千円）］ 

○ ものづくり企業の雇用ミスマッチ解消に向けて，企業，学校，行政機関の連携をコーディネー

トする「ものづくり企業コーディネーター」を配置。需給（企業・学校）双方の情報を把握し

繋ぐことで関係機関の情報の疎通を密にし，円滑な連携によるマッチング促進により，企業の

人手不足解消を支援。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  事業の実績 

・ 人材不足の実情等や高校における地元定着状況等を把握し，マッチングに向けた助言等を

行うため，専門的知見を有する「ものづくり企業コーディネーター」を４人配置し，県内の

各企業や学校，ハローワーク等の関係機関を訪問して，現状分析やマッチング支援に努めま

した。 

年度 実績等 

平成３０年度 訪問総数５５６件（内訳 企業３４８件，学校ほか２０８件） 

令和元年度 訪問総数５０７件（内訳 企業３２３件，学校ほか１８４件） 

通算 訪問総数１，０６３件（内訳 企業６７１件，学校ほか３９２件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マッチングのイメージ 

１-５  人材確保支援 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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②  事業の成果 

・ 本事業の実施により，企業・学校・行政機関間の顔の見える関係性が構築され，県内もの

づくり人材の需給双方のニーズを踏まえたマッチングが促進されました。 

・ 人手不足の課題がある企業に対しては，採用や人材育成面での改善点等，個別企業の現状

に応じたアドバイスを行うことで企業側の意識改革等につながっており，学校側に対しては，

地元企業に目を向ける着眼点等のアドバイスや，教員向けの工場見学会実施に係る地元企業

との調整等の支援により，教員の地元企業への理解促進の向上につながっています。 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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※令和元年度より紹介手数料のみ助成 

（２）宮城ＵＩＪターン助成金事業 ※平成 28～29 年度：地域産業振興促進 

○ 平成２８～令和元年度 事業費 １１０，６４４千円（基金活用額 １１０，６４４千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ５１，７８６千円（基金活用額 ５１，７８６千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ５８，８７８千円（基金活用額 ５８，８７８千円）］ 

○ 首都圏など県外に居住するプロフェッショナル人材を新たに雇用，またはお試し就業を実施し

た県内中小企業に対して助成金を支給することにより，県内企業の人材確保を図るとともに，

本県へのＵＩＪターンを促進。 

  

 
 

① 事業の実績 

・ 首都圏など県外に居住するプロフェッショナル人材を新たに雇用，またはお試し就業を実施

した県内中小企業に対し，その経費の一部を助成しました。 

年度 助成件数 助成金額 

平成２８年度 ２１件 ２３，２３６千円 

平成２９年度 ２５件 ２８，５５０千円  

平成３０年度 ２６件 ３９，３２１千円 

令和元年度 １５件 １９，５５７千円 

第２期通算 ４６件 ５１，７８６千円 

第３期通算 ４１件 ５８，８７８千円 

通算 ８７件 １１０，６６４千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 事業の成果 

・ 県内中小企業においては,当該補助金を活用し,県外からプロフェッショナル人材８２人（平成

２８～令和元年度）を新たに雇い入れることにより,新規事業の立ち上げ,経営改善を行うこと

ができました。 

 

 

 

※ お試し就業：中小企業等と県外に居住するプロフェッショナル人材双方が，県内移住を伴う正式雇用の採否を判 

断するために有期の雇用契約又は出向契約に基づいて，受入企業で就業すること。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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【主な事例(令和元年度)】 

 業種 職務 成果 

Ｃ社 製造業 財務 

高度な内部統制，コンプライアンス体制の構築を実現するた

めの制度設計プロセスに中心的な役割として参画し，上場推

進の役割を担っている。 

Ｃ社 建設業 システム 

新たな社内ネットワーク，サーバの構築を行い，処理速度遅

延等が解消されたほか，人事データの一元管理を行ったこと

で，業務効率が大幅に改善した。 

 

（３）外国人雇用アシスト事業 

○ 平成３０～令和元年度 事業費 ２６，３６０千円（基金活用額 ２６，３６０千円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ２６，３６０千円（基金活用額 ２６，３６０千円）］ 

○ 県内の専門学校等に在籍し,卒業後に日本での就労を希望する外国人留学生と県内中小企業の

マッチングを支援。 

 

① 事業の実績 

・ 企業相談窓口を設置したほか，外国人留学生を採用する場合に必要な手続きについての企業向け

セミナーや，留学生を対象とした就職支援セミナー，合同企業説明会等を実施しました。 

年度 実績等 

平成３０年度 企業相談窓口設置，企業向けセミナー（３回），留学生向けセミナー（１７回）， 

合同企業説明会（３回），企業見学バスツアー（６回），留学生と企業との座談会

（２回）を行い，企業延べ１８０社，留学生延べ１，０３９人が参加。 

令和元年度 企業開拓（１９１社），企業相談窓口設置，企業向けセミナー（１０回），留学生向

けセミナー（１０回），合同企業説明会（３回）を行い，企業延べ２８９社，留学生

延べ５３７人が参加。 

通算 企業開拓（１９１社），企業相談窓口設置，企業向けセミナー（１３回），留学生向

けセミナー（２７回），合同企業説明会（６回），企業見学バスツアー（６回），留

学生と企業との座談会（２回）を行い，企業延べ４６９社，留学生延べ１，５７６人が

参加。 

 

 ② 事業の成果 

・ セミナー等を通して企業における外国人材の適切な活用を推進するとともに，２年間で，留学

生９７人が県内企業から就職内定を受けるなど，県内企業の人材確保に寄与しました。 

     

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 

企業向けセミナー 合同企業説明会       
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（４）産業振興型保育施設整備緊急加速化事業 ※平成 29 年度：地域産業振興促進 

○ 平成２９～令和元年度 事業費 ２６，０５５千円（基金活用額 ２６，０５５千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １７，０００千円（基金活用額 １７，０００千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ９，０５５千円（基金活用額 ９，０５５千円）］ 

○ 工業団地内等における事業所内保育施設等の整備に対する助成。 

 

① 事業の実績 

・ 工業団地内等における事業所内保育施設における保育備品，防犯対策用フェンス等の整備 

に対し助成を行いました。 

年度 交付件数 交付額 

平成２９年度 １件 １７，０００千円  

平成３０年度 １件 ９，０５５千円  

第２期通算 １件 １７，０００千円  

第３期通算 １件 ９，０５５千円  

通算 ２件 ２６，０５５千円  

 

 
 

② 事業の成果 

・ 子育てと仕事の両立ができる多様な勤務形態に対応した事業所内保育施設が整備されたこと

により，ものづくり産業における働きやすさの向上につながりました。 

 

その他の人材確保支援に関する事業 

 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

　首都圏の県内出身大学生等を対象に，地元企
業でのインターンシップ参加経費の一部支援や
企業見学会を実施

平成30～令和元年度
405

（405）

首都圏等の大学生の県内ものづくり企業への交
通費等への支援，企業見学会実施を支援

ものづくり産業の即戦力となる人材の育成と県
内企業就職等の動機付けに貢献

　民間就職サイト内に宮城県の特集コンテンツ
を開設するとともに，県内企業の求人掲載支援
を行う

平成30～令和元年度
35,960

（35,960）

宮城県で働くことの魅力や県内企業の情報を県
内外の学生に発信するために，民間就職サイト
内に宮城県の特集コンテンツを開設した。併せ
て，県内企業19社の求人情報掲載支援を行っ
た。

県内企業の情報発信に貢献
支援企業19社の応募人数昨年比（平均）＋
16.7人（平均），内定人数昨年比（平均）＋1.6
人

　県外の学生に対して採用面接等のため来県し
た際の交通費・宿泊費の一部を助成

平成30～令和元年度
16,590

（16,590）

県外に住む県外大学生等が，県内で就職活動を
行うにあたりかかった交通費及び宿泊費の一部
について，2年間で延べ147件助成した。

利用に併せ行った，UIJターン就職支援拠点の
支援により，2年間で120人がUIJターン就職
し，県内企業の人手不足対策に貢献した。

企業情報発信支援事業

学生UIJターン支援事業

1-5 人材確保支援 

インターンシップ学生応援事業

「みやぎ発展税」を活用して整備された 

事業所内保育施設「ゆぅゆぅ保育園みやぎ」 

（大和町，トヨタ自動車東日本株式会社） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-５ 人材確保支援」 
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平成２０～令和元年度 事業費 ３，２５８百万円（基金活用額 ２，７６９百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費   ９０８百万円（基金活用額     ６００百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 １，９６６百万円（基金活用額 １，８１２百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ３８４百万円（基金活用額 ３５７百万円）］ 

「富県宮城の実現」に向けて主体的に取り組む事業への支援とともに，地域経済を支える商業，

農林水産業の競争力強化を推進したほか，新たな課題への対応など，地域産業の振興施策を機動

的に展開しました。 

 

（１）みやぎ IT 商品販売・導入促進事業 

○ 平成２３～令和元年度 事業費 １１１，０８４千円（基金活用額 １１１，０８４千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ２６，６５８千円（基金活用額 ２６，６５８千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ６７，８４４千円（基金活用額 ６７，８４４千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 １６，５８３千円（基金活用額 １６，５８３千円）］ 

○ 情報関連産業の振興と地域産業のＩＴ化を推進するために，地域産業が求めるＩＴ商品の開発

を支援するとともに，優れたＩＴ商品を認定し，その商品の販売・導入を支援。 
 

① 事業の実績 

イ みやぎ認定 IT商品 

県内ＩＴ企業が開発した優れたソフトウェア商品を「みやぎ認定 IT商品」として認定し， 

専門家派遣による販売促進計画策定や展示会出展などにより販路拡大等を支援しました。 

ロ IT商品開発支援（平成３０年度までは IT商品開発スタートアップ支援） 

ＩＴ導入を図ろうとする事業者への試用提供や市場での販促活動で得られる「顧客の声」を 

反映させた，実用的なＩＴ商品の開発及び改良費用の一部を補助し支援しました。 

  ハ 導入マッチング支援 

    保育業界を対象としたＩＣＴ利活用セミナーを開催し，ＩＴ企業の業界参入支援及び保育事

業者のＩＣＴ利活用推進を図りました。 

 

年度 みやぎ認定 IT商品（認定数） IT商品開発支援（採択数） 

平成２３年度 ２社 ２商品 
－ 

平成２４年度 ６社 ７商品 

平成２５年度 ５社 ６商品 ２社 ２商品 

平成２６年度 ２社 ２商品 ５社 ５商品 

平成２７年度 ３社 ３商品 ５社 ５商品 

平成２８年度 ２社 ２商品 ２社 ２商品 

平成２９年度 １社 １商品 ２社 ２商品 

平成３０年度 １社 １商品 １社 １商品 

令和元年度 ３社 ３商品 ６社 ６商品 

 

１-６  地域産業振興促進 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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年度 みやぎ認定 IT商品（認定数） IT商品開発支援（採択数） 

第１期通算 ８社 ９商品 － 

第２期通算 １３社１４商品 １６社１６商品 

第３期通算 ４社 ４商品  ７社 ７商品 

通算 ２５社２７商品 ２３社２３商品 

 

みやぎ認定ＩＴ商品一覧 

商品の名称 商品の概要 事業者名 

令和元年度（令和元年１０月２８日認定） 

e-Jシリーズ電子

カルテ 

 

紙カルテを電子情報化して保存する中小病院

向け電子カルテシステム 

株式会社東日本技術研究所 

 

スマートエコー 

SX,BX,AX 

 

超音波エコー画像とAIを用いた魚の雌雄判定

装置 

東杜シーテック株式会社 

 

Tibbo-Pi（ティー

ボパイ）

 

IoTシステムの試作や小〜中規模のIoTシステ

ムの開発に最適な，産業用のIoT機器 

株式会社アイオーティドットラン 

 

 

② 事業の成果 

・ 優れたＩＴ商品として認知度が高まり，売上げが好調な商品もあるほか，地域産業が求める

ＩＴ商品が新たに商品化され，マッチングの支援などにより地域産業への導入が進むなど，

地域産業のＩＴ化に寄与しています。 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（２）みやぎ IT 市場獲得支援・形成促進事業 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 ４７，９７２千円（基金活用額 ４７，９７２千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費  １８，１４４千円（基金活用額  １８，１４４千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費  １８，２３１千円（基金活用額  １８，２３１千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費  １１，５９７千円（基金活用額 １１，５９７千円）］ 

○ 県内ＩＴ企業の最先端技術の習得を目的とした技術者派遣による業務獲得の支援及び県内におけ

る先進的なＡＩ・ＩｏＴを活用したビジネス創出を支援。 

 

① 事業の実績 

イ 市場獲得支援事業 

派遣ＯＪＴ支援事業にて，県内ＩＴ企業が業務獲得に必要な知識・技術を習得するために

先進企業や大学等へ技術者を派遣する取組みの費用の一部を補助し支援しました。 

年度 実績等 

平成２０年度 県内ＩＴ企業１社から，先進企業に６人の技術者派遣を支援。 

平成２１年度 県内ＩＴ企業１社から，東北大学に２人の技術者派遣を支援。 

平成２２年度 県内ＩＴ企業４社から，先進企業及び東北大学に１３人の技術者派遣を支援。 

平成２３年度 県内ＩＴ企業５社から，先進企業に１６人の技術者派遣を支援。 

平成２４年度 県内ＩＴ企業２社から，先進企業に５人の技術者派遣を支援。 

平成２５年度 県内ＩＴ企業２社から，先進企業に７人の技術者派遣を支援。 

平成２６年度 県内ＩＴ企業１社から，先進企業に５人の技術者派遣を支援。 

平成２７年度 県内ＩＴ企業１社から，先進企業に３人の技術者派遣を支援。 

平成２８年度 県内ＩＴ企業３社から，先進企業及び東北大学に８人の技術者派遣を支援。 

平成２９年度 県内ＩＴ企業３社から，先進企業及び東北大学に７人の技術者派遣を支援。 

平成３０年度 県内ＩＴ企業１社から，東北大学に３人の技術者派遣を支援。 

令和元年度 県内ＩＴ企業２社から，東北大学に４人の技術者派遣を支援。 

第１期通算 県内ＩＴ企業１３社から，先進企業及び東北大学に４２人の技術者派遣を支援。 

第２期通算 県内ＩＴ企業１０社から，先進企業及び東北大学に３０人の技術者派遣を支援。 

第３期通算 県内ＩＴ企業３社から，東北大学に７人の技術者派遣を支援。 

通算 県内ＩＴ企業２６社から，先進企業及び東北大学に７９人の技術者派遣を支援。 

 

ロ 先進的ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネス創出実証事業 

県内ＩＴ企業が，自動車・高度電子・農林水産業及び食品・水産加工等の県内企業の課題解決

に寄与するＡＩ・ＩｏＴ活用システムを開発し，導入実証を行うことにより，県内における先進

的なＡＩ・ＩｏＴ関連ビジネスの創出を行う取組みを支援しました。 

年度 実績等 

令和元年度 ２件の先進的ＡＩ・ＩｏＴビジネス実証を支援（水産分野及び自動車分野）及び

成果報告会（１３７人参加）の開催を実施。 

 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 



46 

 ② 事業の成果 

・ 最先端技術の習得により,先進企業からの業務獲得及び大学との連携によるＡＩ等の新規分野

への進出に寄与しています。 

・ 先進的ＡＩ・ＩｏＴを活用したビジネスモデルの実証を支援するとともに，普及促進のための

成果報告会を開催し，県内におけるＡＩ・ＩｏＴ関連ビジネス創出に寄与しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＡＩ・ＩｏＴによる生産性向上の取組み事例 

 ②水産分野（ＡＩを用いた魚種選別の自動化） 

自動化 手作業 

目視検査 

 ①自動車分野（ＡＩを用いた目視検査の自動化） 

自動化 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（３）商店街 NEXT リーダー創出事業 

○ 令和元年度 事業費 ４，５４３千円（基金活用額 ４，５４３千円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ４，５４３千円（基金活用額 ４，５４３千円）］ 

○ 商店街活動の新たな担い手やリーダーの創出を図ることを目的に，先進事例を学ぶためのセミ

ナーを実施するとともに，商店街の若手・女性商業者による実践的な取組等を支援。 

 

① 事業の実績 

イ セミナーの開催 

県内の若手・女性商業者等を対象に，商店街活性化に係る全国の先進事例を学ぶため，全４回

のセミナーを開催しました。 

 ロ 若手・女性商業者による取組の支援 

   商店街団体や任意の若手・女性商業者グループを対象に，商店街活性化に向けた実践的な取

組に必要な経費を補助しました。 

ハ ネットワークミーティングの開催 

  セミナー参加者や補助事業者のほか商店街関係者を参集し，補助事業者による活動報告と交

流会を開催しました。 

年度 セミナーの開催 若手・女性商業者による

取組の支援（補助） 

ネットワークミーティング

の開催 

令和元年度 修了者９人 補助事業者８者 参加者５５人 

 

 ② 事業の成果 

・セミナーにより商店街の次代のリーダーとなり得る人材を育成したほか，実践的な取組への支

援を通じて，若手・女性商業者における商店街活動のノウハウの蓄積に寄与しました。 

・また，ネットワークミーティングを開催することで，各地域での取組事例を広く波及させるこ

とができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

セミナー（先進地視察）の様子 若手グループが実践したマルシェ ネットワークミーティングの様子 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（４）販路拡大推進支援事業 ※平成 25～30 年度「商談会開催支援事業」 

○ 平成２５～令和元年度 事業費 ４７，１３７千円（基金活用額 ４７，１３７千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ３９，１９３千円（基金活用額 ３９，１９３千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ７，９４５千円（基金活用額 ７，９４５千円）］ 

○ 県内中小企業支援機関が開催する商談会等に係る経費の補助。 

 

 ① 事業の実績 

・ 県内中小企業支援機関が実施する商談会開催等に要する経費を補助し，農水産加工品などを

生産する県内商工業者を対象に販路回復や拡大に向けた支援を実施しました。 

年度 実績等 

平成２５年度 個別商談会（バイヤー延べ２２社３５４商談），被災地バスツアー（同延べ７４社４９６商談），

商品開発や販売方法に関するセミナー（２回） 

平成２６年度 個別商談会（バイヤー延べ２４社３３７商談），被災地バスツアー（同延べ６９社５０４商談），

商品開発や販売方法に関するセミナー（５回） 

平成２７年度 個別商談会（バイヤー延べ２７社１３８商談），被災地バスツアー（同延べ８２社４９９商談），

集団型商談会（同延べ９７社，２４１商談），商品開発や販売方法に関するセミナー（６回）  

平成２８年度 個別商談会(バイヤー延べ３２社２０４商談)，被災地バスツアー(同延べ８２社４７１商談)，

集団型商談会（同延べ３３社２１３商談），商品開発や販売方法に関するセミナー（４回） 

平成２９年度 個別商談会(バイヤー延べ１３社２０７商談)，被災地バスツアー(同延べ４５社２４６商談)，

集団型商談会（同延べ３３社２７７商談），商品開発や販売方法に関するセミナー（４回） 

平成３０年度 個別商談会(バイヤー延べ１５社２５７商談)，現地開催型商談会(同延べ４４社２２６商談)，

集団型商談会（同延べ２９社３００商談），商品開発や販売方法に関するセミナー（５回） 

令和元年度 個別商談会(バイヤー延べ１３社１８４商談)，現地開催型商談会(同延べ３３社１８８商談)，

集団型商談会（同延べ４５社４１８商談），商品開発や販売方法に関するセミナー（３回） 

第２期通算 個別商談会（バイヤー延べ１１８社１，２４０商談），被災地バスツアー（同延べ３５２社２，２１６商談），

集団型商談会（同延べ１６３社，７３１商談），商品開発や販売方法に関するセミナー（２１回） 

第３期通算 個別商談会(バイヤー延べ２８社４４１商談)，現地開催型商談会(同延べ７７社４１４商談)，

集団型商談会（同延べ７４社７１８商談），商品開発や販売方法に関するセミナー（８回） 

 

通算 

個別商談会（バイヤー延べ１４６社１，６８１商談），被災地バスツアー（同延べ３５２社２，２１６商談）,

現地開催型商談会(同延べ７７社４１４商談)，集団型商談会（同延べ２３７社１，４４９商談），

商品開発や販売方法に関するセミナー（２９回） 

   

 

     
 

② 事業の成果 

・ 各商談会や商品開発・販売方法に関するセミナーの開催などの販路回復や拡大に向けた支援

を行った結果，１，１５２件（平成２５～令和元年度）の商談成立に結びついています。  

個別商談会の様子 セミナー（販路開拓塾）の様子 

※ 被災地バスツアー：県内外から複数のバイヤーを県内被災地域へ招聘し，展示商談会等と併せて被災地域の現地視察

も実施したもの（平成 25年度から平成 29年度まで実施。平成 30年度からは「現地開催型商談会」）。 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（５）みやぎ観光戦略受入基盤整備事業 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 ８７１，７８６千円（基金活用額 ５９９，５２５千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ２２３，３９７千円（基金活用額 １３２，４３９千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ５７５，５１２千円（基金活用額 ４２１，８３９千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ７２，８７７千円（基金活用額 ４５，２４７千円）］ 

○ 自然公園施設，登山道，観光案内板等の整備を実施。 

 

① 事業の実績 

年度 実績等 

平成２０年度 栗駒国定公園内地獄谷遊歩道及び蔵王山地域登山道の整備，広域観光案内板の設置  

平成２１年度 栗駒国定公園内地獄谷遊歩道及び蔵王山地域登山道の整備，広域観光案内板の設置  

平成２２年度 栗駒国定公園内地獄谷遊歩道及び蔵王山地域登山道の整備，広域観光案内板の設置  

平成２３年度 栗駒レストハウス改修工事，栗駒山登山道（中央コース）及び広域観光案内板等の整備  

平成２４年度 栗駒山登山道（湯浜コース）及び蔵王登山道（秋山沢コース）並びに広域観光案内板等の整備  

平成２５年度 蔵王国定公園内蔵王レストハウスの改修，蔵王観光道路の整備，栗駒国定公園内の

栗駒登山道（湯浜コース）の整備，広域観光案内板等の整備 

平成２６年度 蔵王国定公園内蔵王レストハウスの改修，蔵王観光道路及び蔵王登山道（不忘山コ

ース）並びに広域観光案内板等の整備 

平成２７年度 蔵王国定公園内蔵王レストハウスの改修，世界谷地第一湿原の木道及び広域観光案内板等の整備 

平成２８年度 蔵王国定公園内蔵王レストハウスの改修，御釜展望台避難用階段，蔵王登山道（不

忘山コース），栗駒登山道（湯浜コース），世界谷地第一湿原・第二湿原の木道及び

広域観光案内板等の整備 

平成２９年度 蔵王国定公園内トイレの改築び世界谷地第一湿原・第二湿原の木道等の整備 

平成３０年度 蔵王国定公園内トイレの改築 

令和元年度 蔵王国定公園内トイレの改築設計 

  

② 事業の成果 

  ・ レストハウスや登山道の整備により，県内外から訪れる観光客や登山者が快適かつ安全に宮

城を代表する自然景観を楽しむことができるようになりました。 

・ 広域観光案内板の表示の更新により，観光客の利便性向上が図られました。 

     

  世界谷地第一湿原（栗原市） 広域観光案内板（松島町） 

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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（６）アグリビジネス経営確立支援事業 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 ７０８，１３７千円（基金活用額 ７０８，１３７千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ２１２，３５０千円（基金活用額 ２１２，３５０千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ３６８，８９２千円（基金活用額 ３６８，８９２千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 １２６，８９５千円（基金活用額 １２６，８９５千円）］ 

○ 「競争力ある農林水産業への転換」を早期に実現させるため，高い企業マインドを有するアグ

リビジネス経営に取り組む人材や企業の育成，施設整備の支援。 

 

 ① 事業の実績 

・ （公財）みやぎ産業振興機構に設置した「アグリビジネス支援室」を中心に，アグリビジネ

ス経営体の育成を支援しました。 

年度 実績等 

平成２０年度 アグリビジネス経営者養成講座開催，アグリビジネスステージアップ支援 

平成２１年度 アグリビジネス経営者養成講座開催，アグリビジネスステージアップ支援，経営

体支援コアチームによる集中支援 

平成２２年度 年間販売額１億円を目指すビジネスプラン３件を認定し，米の販売展開，園芸経営

の６次産業化，施設整備の助成（３件（ｱｸﾞﾘ３））を実施 

平成２３年度 甚大な震災被害の中でアグリビジネスに取り組む経営体の事業正常化と新しい事

業展開を支援 

平成２４年度 アグリビジネスに取り組む経営体や，競争力のあるアグリビジネス経営体の育成

支援，施設整備の助成（４件（園２／ｱｸﾞﾘ２））を実施 

平成２５年度 震災後設立した法人や被災した法人の「早期の経営安定化」を図るため，講座の

開催（３コース，５９人受講）や専門家派遣（１２社，５７回），施設整備の助成（６件

（園２／ｱｸﾞﾘ４））を実施 

平成２６年度 各種講座（３コース，６２人受講）による人材育成支援や，専門家派遣（１５社，６３

回）による経営課題の解決を支援，施設整備への助成（４件（園２／ｱｸﾞﾘ２））を

実施 

平成２７年度 各種講座（３コース，８４人受講）による人材育成支援や，専門家派遣（１８社，８４

回）による経営課題の解決を支援，施設整備への助成（１件（ｱｸﾞﾘ１件））を実施 

平成２８年度 各種講座（３コース，８１人受講）による人材育成支援や，専門家派遣（１８社，７５

回）による経営課題の解決を支援，施設整備への助成（２件（園２件））を実施 

平成２９年度 各種講座（３コース，５５人受講）による人材育成支援や，専門家派遣（１９社，７２

回）による経営課題の解決を支援，施設整備への助成（１件（ｱｸﾞﾘ１））を実施 

平成３０年度 各種講座（３コース，６０人受講）による人材育成支援や，専門家派遣（１６社，７７

回）による経営課題の解決を支援，施設整備への助成（１件（ｱｸﾞﾘ１））を実施 

令和元年度 各種講座（３コース，６３人受講）による人材育成支援や，専門家派遣（２０社，９０

回）による経営課題の解決を支援，施設整備への助成（２件（園１／ｱｸﾞﾘ１件））を

実施 

         ※施設整備について，（ ）内に内訳を記載。 

（園：大規模園芸経営体育成事業，ｱｸﾞﾘ：アグリビジネス基盤整備事業） 

  

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 
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② 事業の成果 

・「競争力ある農林水産業への転換」を目指し，地域農業をリードするアグリビジネス経営体の

育成と，雇用の創出及び地域の活性化を図るため，（公財）みやぎ産業振興機構アグリビジネ

ス支援室で事業計画のブラッシュアップや経営課題の解決を支援するために専門家を派遣し，

アドバイスを行い，経営改善を促進しました。加えて，各種ビジネス講座を開催し，企業的

経営感覚を持った農業経営者の育成や知識習得を支援しました。  

・また，令和元年度は，醸造用ぶどう等の栽培及び醸造所（ワイナリー）を経営する農業法人

の農家レストランの整備と，長ねぎ等を生産する農業法人に対し出荷調整施設等の整備に係

る経費への助成を行い，アグリビジネス経営体の育成を図りました。 

・年間１億円以上の売上を達成したアグリビジネス経営体数及び売上額合計は，いずれも増加傾

向で推移し，令和元年度は，経営体数が１３１，売上額の合計は４７９億円となっています。 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

農家レストラン 長ねぎ出荷調整施設 
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その他の地域産業集積促進に関する事業 

 

  

事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

積極的な事業展開を行う伝統的工芸品製造業
者に対する産学官連携等による需要開拓支援
等

平成29～令和元年度
9,055

（9,055）

新商品開発や需要開拓等の事業への補助として
17事業者に対し支援したほか，展示会への出展
を支援した。

新商品開発等の促進や販路拡大に貢献

県内の優れた工業製品を発掘し，「みやぎ優れ
ＭＯＮＯ」として認定するとともに，認定製品の市
場開拓や販路拡大等を支援

平成28～令和元年度
34,000

（34,000）

県内で生産された優れた工業製品の中から「み
やぎ優れMONO」として認定した。

ホームページやパンフレット等による情報発信
や展示会への出展により認定製品の販路拡
大，知名度向上に貢献

沿岸被災地をフィールドとした電動モビリティの
活用実証事業に関し，実施主体（女川町，南三
陸町）の実施費用の一部を助成

令和元年度
1,974

（1,974）

環境負荷の少ない電動モビリティを活用した実証
事業（2町）に対して補助金を交付したほか，関係
機関との調整や事業の広報など側面的支援を
行った。

地域における新ビジネスの創出や地域課題の
解決，低炭素なまちづくりに貢献

商店街組合やまちづくり会社が商店街の課題を
解決するために必要なソフト・ハード事業及びビ
ジョン形成に対して助成

令和元年度
5,685

（5,685）

3地域の商店街将来ビジョンの作成と1地域の課
題解決事業に補助

時代に適合した商店街の構築に貢献

商店街組織や商業者等が実施する，従来の商
業機能を強化・補完するための新たな販売手法
の取組に対して費用の一部を助成

平成30～令和元年度
2,817

（2,817）
２市町の商業空白地域解消事業に補助

商業空白地域の新たな販売手法に取り組むこ
とにより，買い物弱者を救済

県内中小企業支援機関が県内外で開催する商
談会等に係る経費に対する補助

平成25～令和元年度
47,137

（47,137）

県内中小企業支援機関が行う個別商談会，集団
型商談会，現地開催型商談会（被災地バスツ
アー）等の開催を支援

商工業者の販路回復・拡大に貢献

外国人旅行客受入基盤の充実，観光情報の提
供環境を向上させるため，無線LAN及び観光案
内版等を設置する事業者の経費の一部を補助

平成29～令和元年度
27,822

（27,822）

宿泊施設事業者，観光集客施設事業者，民間交
通事業者，住宅宿泊事業者等53事業者に対し交
付決定を行った。

本県を訪れる観光客の利便性の向上

将来的な宮城県へのリピーターを獲得するた
め，北海道地区，中部以西地区の学校に対して
震災研修を含めた教育旅行の招請を実施

平成26～令和元年度
19,576

（19,576）

修学旅行等の教育旅行の誘致を促進するため，
関係機関と協力・連携し，説明会及びモニターツ
アー招請を実施.。平成26年度から令和元年度ま
での6ヶ年でモニターツアーには学校教員や旅行
会社等のべ87名が参加。

平成26年度以降でモニターツアー参加校のう
ち，本県で教育旅行を実施する学校：13校

海外販路開拓に取り組む県内企業を支援する
ために，ジェトロのネットワークを活用してデザイ
ン・意匠・工芸品系の有力バイヤーを招請

平成30～令和元年度
5,600

（5,600）

日本貿易振興機構（ジェトロ）仙台貿易情報セン
ターと連携し，デザイン分野で海外販路開拓に取
り組む県内企業を支援するため，海外バイヤー
を招へいし，商談会等を実施した。

商談会等の実施により，県内企業の販路開
拓・ビジネスチャンスの拡大等に貢献

ベトナム等に関して，政府機関に対する県の窓
口業務や県内企業向けのビジネスアドバイザ
リーデスク業務を実施

平成26～令和元年度
28,878

（28,878）

ベトナムビジネスアドバイザリーデスクを設置し，
県内企業のベトナムにおける販路開拓や進出等
を支援するとともに，宮城県がベトナムを訪問す
る際の政府機関とのアポイント調整等も実施

県内企業の販路開拓・海外進出支援等に貢献

教育旅行やインセンティブツアーの誘致に取り
組むとともに，現地デスクの設置等により現地で
の情報発信機能を強化

平成28～令和元年度
72,712

（72,712）

学校長等教育旅行関係者や旅行会社の招請事
業を実施したほか，台湾向けfacebookページを開
設するなどの情報発信を行った。

招請した学校が教育旅行で本県を訪れたほ
か，台湾向けfacebookは11万人以上のフォロ
ワーを獲得し，広く情報発信することで，訪日
外国人観光客の拡大等に貢献

水素エネルギーに関する産業創出に向けた学
術機関と連携した研究セミナーの開催

平成29～令和元年度
2,328

（2,328）
水素・燃料電池関連産業セミナーを開催（9回）

事業者等を対象に，関連産業への参入検討に
必要な技術情報等を提供

仙台空港民営化を契機とした航空旅客及び貨物
量拡大に向けた実証事業等を実施

平成26～令和元年度
108,437

（108,437）

仙台空港旅客・貨物の実態調査・成長シナリオ策
定を行うとともに，LCCとの連携誘客事業や国際
貨物の拡大に向けた実証事業等を実施

航空旅客及び貨物量拡大に向けた課題と今後
の取組の方向性が整理されるとともに，具体的
な取組等の展開に寄与

水素エネルギー産業創出事業

仙台空港６００万人・５万トン実現推進事
業

県内製造業ニッチトップ海外展開事業

東南アジアとの経済交流促進事業

外国人観光客誘致促進事業

外国人観光客受入環境整備促進事業

教育旅行誘致促進事業

次世代型商店街形成支援事業

買い物機能強化支援事業

販路拡大推進支援事業
（～H30：商談会開催支援事業）

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業

次世代自動車技術実証推進事業

みやぎの伝統的工芸品産業振興事業

1-6 地域産業振興促進

Ⅳ「１ 産業振興パッケージ」 「１-６ 地域産業振興促進」 



53 

２  震災対策パッケージ 

 
平成２０～令和元年度 事業費 ４，８７０百万円（基金活用額 ２，２３０百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ３，４６２百万円（基金活用額 ９２０百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費   ４５０百万円（基金活用額 ３５２百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費   ９５８百万円（基金活用額 ９５８百万円）］ 

「震災対策パッケージ」については，近い将来に発生が確実視される宮城県沖地震に備え，災

害に対応する産業活動基盤の強化や防災体制の整備など，県民や企業の地震被害最小化のための

施策を展開しました。 

 

 

 

平成２０～令和元年度 事業費 ３，８１７百万円（基金活用額 １，４２５百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ２，９２８百万円（基金活用額 ５３７百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費   １０１百万円（基金活用額 １０１百万円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費   ７８７百万円（基金活用額 ７８７百万円）］ 

多くの県民が利用する施設の耐震化を推進するなど，災害時における県民生活の安全と経済活

動の確保を図りました。 

 

（１）特定建築物等震災対策事業 

○ 平成２０～２３・２５～令和元年度 事業費 １２４，４０３千円（基金活用額 １２４，４０３千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費   １７，５２７千円（基金活用額    １７，５２７千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費  １０１，４１２千円（基金活用額  １０１，４１２千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ５，４６４千円（基金活用額 ５，４６４千円）］ 

○ 指定避難所等の耐震化を促進するため，市町村が実施する耐震診断に要する費用の一部を補助

するほか，耐震診断が義務化された大規模な特定建築物耐震改修工事を促進するため，市町村

が所有者に対して耐震診断，耐震補強設計，耐震改修工事費用を補助する場合に，市町村負担

分の一部を補助。 

 

① 事業の実績 

・ 指定避難所８８施設の耐震診断経費及び大規模特定建築物８施設の耐震診断，４施設の補強設

計，１０施設の改修工事助成経費を補助しました。 

  

２-１  災害に対応する産業活動基盤の強化 

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-１ 災害に対応する産業活動基盤の強化」 
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年度 実績等 

平成２０年度 指定避難所耐震診断（１０件） 

平成２１年度 指定避難所耐震診断（１３件） 

平成２２年度 指定避難所耐震診断（１８件） 

平成２５年度 指定避難所耐震診断（ ５件） 

平成２６年度 指定避難所耐震診断（ ９件），大規模特定建築物耐震診断（ ３件） 

平成２７年度 指定避難所耐震診断（ ８件），大規模特定建築物耐震診断（ ５件） 

大規模特定建築物補強設計（ ３件），大規模特定建築物耐震改修工事（ ３件） 

平成２８年度 指定避難所耐震診断（ ５件），大規模特定建築物耐震改修工事（ ３件） 

平成２９年度 指定避難所耐震診断（１５件），大規模特定建築物耐震改修工事（ ３件） 

平成３０年度 指定避難所耐震診断（５件），大規模特定建築物補強設計（ １件） 

大規模特定建築物耐震改修工事（ １件） 

第１期通算 指定避難所耐震診断（４１件） 

第２期通算 
指定避難所耐震診断（４２件），大規模特定建築物耐震診断（ ８件） 

大規模特定建築物補強設計（ ３件），大規模特定建築物耐震改修工事（ ９件） 

第３期通算 
指定避難所耐震診断（５件），大規模特定建築物補強設計（ １件） 

大規模特定建築物耐震改修工事（ １件） 

通算 指定避難所耐震診断（８８件），大規模特定建築物耐震診断（８件） 

大規模特定建築物補強設計（ ４件），大規模特定建築物耐震改修工事（ １０件） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 事業の成果 

 ・ 令和元年度末時点で，県内の指定避難所は，耐震化率が９５％となり，耐震診断助成事業開始

前の平成１９年度末時点の６９％から大幅な改善が図られています。 

・ また，市町村と防災協定を締結し，市町村地域防災計画の避難所に位置づけられたホテルな

ど民間大規模建築物の耐震化を促進することで，安全な民間施設を防災拠点に活用すること

ができ，地域防災力の向上につながっています。 

  

改修工事の状況 耐震改修完了(鳴子ホテル) 

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-１ 災害に対応する産業活動基盤の強化」 
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（２）高等学校等非構造部材震災対策事業 

○ 平成３０～令和元年度 事業費 ７６８，６８２千円（基金活用額 ７６８，６８２千円） 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ７６８，６８２千円（基金活用額 ７６８，６８２千円）］ 

○ 東日本大震災では，多くの学校施設において構造体のみならず天井材や照明器具等の落下など

非構造部材に被害が発生したことから，これらの落下被害を未然に防止するため，撤去・改修

工事を実施。 

 

①  事業の実績 

・ 県立学校２６施設において，柔剣道場や講堂、屋内プールの天井材や照明器部等の非構造部

材の撤去・改修工事を実施するとともに、１８施設で工事に向けた設計を実施しました。 

 

年度 実績等 

平成３０年度 撤去・改修工事（１３施設）、設計（１２施設） 

令和元年度 撤去・改修工事（１３施設）、設計（６施設） 

通算 撤去・改修工事（２６施設）、設計（１８施設） 

 

②  事業の成果 

・ 県では、平成２７年度から撤去・改修事業を実施しており、対象となる４６施設のうち４０施設

で工事が完了し、実施学校施設利用者の安全・安心につなげています。 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

その他の災害に対応する産業活動基盤の強化に関する事業 

 

 

  

2-1 災害に対応する産業活動基盤の強化 事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

市町村が行う小中学校施設の防災対策事業の
うち，国庫補助の対象とならない小規模な非構
造部材の耐震対策工事に要する経費の一部を
助成

平成30～令和元年度
13,041

（13,041）

市町村立小中学校施設の非構造部材の耐震対
策工事に要する経費の一部を補助(5市町12校)

市町村立小中学校の耐震対策を支援小規模防災機能強化補助事業

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-１ 災害に対応する産業活動基盤の強化」 

柔剣道場天井改修（完成） 

 

柔剣道場天井改修（着手前）  
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平成２０～令和元年度 事業費 １，０５４百万円（基金活用額 ８０５百万円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 ５３４百万円（基金活用額 ３８３百万円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ３４９百万円（基金活用額 ２５０百万円）］ 

［第３期（平成３０年度）事業費 １７１百万円（基金活用額 １７１百万円）］ 

東日本大震災などの大規模な地震の教訓を生かし，地域や企業の防災対策の中心となる人材を

養成するほか，災害警備活動の拠点となる警察施設の電源施設整備や緊急輸送道路の確保のため

に必要な災害対応型交通安全施設の整備など防災体制の充実を図りました。 

 

（１）防災指導員養成事業 

○ 平成２０～令和元年度 事業費 １０１，６６７千円（基金活用額 ９８，２９７千円） 

［第１期（平成２０～２４年度）事業費 １９，５４４千円（基金活用額 １９，５４４千円）］ 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ６０，２７９千円（基金活用額 ５６，９０９千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 ２１，８４４千円（基金活用額 ２１，８４４千円）］ 

○ 地震・津波，洪水及び土砂災害等についての基礎的事項や事前の防災対策などの知識を持つ地

域防災リーダーや避難誘導方法などの知識を持つ企業防災リーダーを計画的に育成し，減災に

役立つ具体的な行動の波及を図り，地域と企業の震災対策を推進することで，県全体の防災力

の向上を目指すもの。 

 

 ① 事業の実績 

  ・ 防災リーダー養成研修を実施し，地域・企業の防災知識の習得を図るとともに,講習受講者

を対象に，平成２４年度から地域防災コース，平成２６年度から企業防災コースのフォローアッ

プ講習を実施し，スキルアップを図りました。 

年度 実績等 

平成２０年度 地域防災リーダー養成研修（９回，５３１人受講） 

平成２１年度 養成講習 地域防災コース（１６回，７６６人受講），企業防災コース（４回，１４２人受講） 

平成２２年度 養成講習 地域防災コース（１７回，７７５人受講），企業防災コース（５回，１６１人受講） 

平成２４年度 養成講習 地域防災コース（１８回，６１０人受講），企業防災コース（５回，１４２人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（５回，２２６人受講） 

平成２５年度 養成講習 地域防災コース（１８回，６１１人受講），企業防災コース（５回，１４２人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（５回，１４７人受講） 

平成２６年度 養成講習 地域防災コース（１８回，６３０人受講），企業防災コース（４回，８８人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（８回，２２７人受講），企業防災コース（２回，５２人受講）  

平成２７年度 養成講習 地域防災コース（１９回，６５３人受講），企業防災コース（３回，５９人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（９回，２２５人受講），企業防災コース（１回，１７人受講）  

平成２８年度 養成講習 地域防災コース（１８回，５７８人受講），企業防災コース（４回，１０２人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（８回，１９５人受講），企業防災コース（１回，２７人受講）  

平成２９年度 養成講習 地域防災コース（２１回，７３４人受講），企業防災コース（２回，３５人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（８回，１８８人受講），企業防災コース（１回，４０人受講）  

２-２  防災体制の整備 

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-２ 防災体制の整備」 
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年度 実績等 

平成３０年度 養成講習 地域防災コース（１５回，６２３人受講），企業防災コース（１回，３０人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（１７回，５１７人受講），企業防災コース（１回，２１人受講） 

令和元年度 養成講習 地域防災コース（１４回，５４８人受講），企業防災コース（１回，２２人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（１４回，４８６人受講），企業防災コース（１回，７人受講）  

第１期通算 
養成講習 地域防災コース等（２,６８２人受講），企業防災コース（４４５人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（２２６人受講） 

第２期通算 
養成講習 地域防災コース（３,２０６人受講），企業防災コース（４２６人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（９８２人受講），企業防災コース（１３６人受講） 

第３期通算 
養成講習 地域防災コース（１，１７１人受講），企業防災コース（５２人受講）, 

フォローアップ講習 地域防災コース（１，００３人受講），企業防災コース（２８人受講） 

通算 養成講習 地域防災コース等（７，０５９人受講），企業防災コース（９２３人受講） 

フォローアップ講習 地域防災コース（２，２１１人受講），企業防災コース（１６４人受講） 
 

 

・ 東日本大震災時の防災リーダーの活動実態を調査し，活動実態を取りまとめました。 

  実施年度：平成２７年度 

調査対象：東日本大震災前に宮城県防災指導員養成講習（地域防災コース）を終了した者 

（調査対象数：１,９７６人，有効回答人数：１,２３０人，回答率:６２．２％） 

 

 ② 事業の成果 

  ・ 養成した防災リーダーは，平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災時において，自主防災

組織での活動の中などで，安否確認や情報収集・伝達等について先導的な役割を果たしました。  

 

 

 

 

 

 

 

  【写真】研修風景 

※ 通算において，平成２０年度地域防災リーダー養成研修の受講者数は，養成講習地域防災コース等に含んでいる。 

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-２ 防災体制の整備」 
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（２）自主防災組織運営体制強化事業 

○ 平成２９～令和元年度 事業費 ２５，０９２千円（基金活用額 ２５，０９２千円） 

［第２期（平成２５～２９年度）事業費 ８，５４２千円（基金活用額 ８，５４２千円）］ 

［第３期（平成３０～令和元年度）事業費 １６，５５０千円（基金活用額 １６，５５０千円）］ 

○ 先進的・先導的な取組を行い他の模範となる自主防災組織に対し，防災資機材購入経費及び 

防災研修等の開催に係る経費について助成を行い，自主防災組織の体制強化を促進。 

 

 ① 事業の実績 

  ・先進的・先導的な取組を行い他の模範となる自主防災組織に対し，防災資機材購入経費及び 

防災研修等の開催に係る経費について補助金を交付しました。 

年度 交付件数 交付額 

平成２９年度     ２０件 ８，５４２千円 

平成３０年度     １８件 ８，４５７千円 

令和元年度     １８件 ８，０９３千円 

第２期通算     ２０件 ８，５４２千円 

第３期通算     ３６件 １６，５５０千円 

通算     ５６件 ２５，０９２千円 

 

 ② 事業の成果 

  ・先進的・先導的な取組を行う自主防災組織への補助を実施することにより，対象団体の取組

をより活性化することができました。また，対象団体の優良事例を取りまとめ，市町村へ情

報提供するとともに，県ホームページへ掲載し，他の自主防災組織の活動の参考資料として

活用することができました。 

 

その他の防災体制の整備に関する事業 

 

 

2-2 防災体制の整備 事業概要 全体事業費　単位：千円

（うち基金充当額）
事業の実績 事業の成果

私立学校の防災対策を支援するため学校施設
整備の非構造部材の耐震化などの経費の一部
を助成

平成25～令和元年度
80,353

（72,850）

私立学校施設の非構造部材に係る耐震化等に
要する経費の一部を補助

私立学校の防災対策を支援

災害対応時に必要な揮発油等石油製品の備蓄
及び管理を行う

平成27～令和元年度
7,784

（7,784）

災害対応型中核給油所37カ所及び小口燃料配
送拠点5カ所での揮発油等石油製品の備蓄及び
管理を行うための経費の一部を支援

災害時の緊急車両等への燃料供給に備えた

警察本部庁舎等への無停電電源装置や非常用
発動発電設備等を整備

平成22～令和元年度
402,387

（388,261）

警察本部庁舎，警察庁舎内に無停電電源装置，
非常用発動発電設備を整備

東日本大震災発生に伴う停電時において，本
部機能を維持し，災害警備本部として円滑な
警察活動を実施した

警察施設震災対策促進事業

災害用石油製品備蓄事業

私立学校施設設備災害対策支援事業

Ⅳ「２ 震災対策パッケージ」 「２-２ 防災体制の整備」 
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（単位：千円）

うち基金活用額

4,852,940 4,837,257

(721,332) (721,332)

4,084,976 4,079,176

(715,150) (715,150)

1 みやぎ企業立地奨励金事業
経済商工観光部

産業立地推進課
1,567,720 1,567,720

立地した自動車関連産業・高度電子機械産業・食品関連産業企業等26

件（新設・増設）に対し企業立地奨励金を交付した。

2 名古屋産業立地センター運営事業
経済商工観光部

産業立地推進課
10,431 10,431

自動車関連企業を中心とした企業訪問（551件）を実施し，1社の県内立

地が決定するなど，県内への企業集積と地元企業の取引拡大を図った。

3 工場立地基盤整備事業貸付金
経済商工観光部

産業立地推進課
10,800 10,800

工業用地の整備費用として大崎市へ無利子で貸し付け，工業用地造成

を促進した。

0 0

(715,150) (715,150)

5 情報通信関連企業立地促進奨励事業
経済商工観光部

新産業振興課
25,267 25,267

誘致活動の結果，新たに6社を立地奨励金指定事業所に指定し，全社年

度内に仙台市内に立地した。

6
情報通信関連企業立地説明会開催事

業

経済商工観光部

新産業振興課
2,971 2,971

東京都内において，ＩＴ企業立地セミナーを7市の参加のもと開催し，37社

48人の企業関係者にＰＲを行い，情報交換を行った。

7 放射光施設整備費補助事業
経済商工観光部

新産業振興課
2,460,000 2,460,000

次世代放射光施設の敷地造成工事，基本建屋実施設計及び基本建屋建

築工事の一部に対して補助金を交付し，施設整備を推進した。

8 外資系企業進出支援補助事業
経済商工観光部

国際企画課
0 0 交付対象となる案件がなかったもの。

9 企業立地型交通安全施設整備事業
警察本部

交通規制課
7,787 1,987

岩沼市において，交通信号機1基を整備し，企業立地等による交通量の

増加等に対応した物流の円滑化を図った。

10 産学連携プロジェクト推進事業
経済商工観光部

新産業振興課
586 586

宮城県に設置される次世代放射光施設の県内食産業への利用促進を目

指し，放射光施設を利用した食品分野での商品開発や食材・商品のブラ

ンド化に関する調査を行う産学共同研究会を，県内学術機関に委託して

実施した。(委託件数１件)

11 富県宮城技術支援拠点整備拡充事業
経済商工観光部

新産業振興課
19,974 19,974

地域の中小企業が独自に保有することが困難な酒造関連支援設備（超

低温フリーザー（微生物用），オートクレーブ，サーマルタンク，クリーンベ

ンチ），エンジニアリングプラスチック造形システム等の機器を産業技術

総合センターに設置することにより，技術支援機能の強化を図った。

12
産業技術総合センターEMC総合試験

棟整備事業

経済商工観光部

新産業振興課
16,983 16,983

県内企業の車載機器分野参入の後押しを図るため，大型機器や車載機

器等の国際規格に基づいた電磁干渉試験が可能なEMC総合試験棟の整

備に伴う設計及び地質調査を実施した。

13
デジタルエンジニアリング高度化支援

事業

経済商工観光部

新産業振興課
11,097 10,815

三次元CADや３Dプリンターを高度に活用した製品開発を行うデジタルエ

ンジニアを養成するため，産学官連携によるセミナー（9回延べ320人参

加），研究会（3回延べ91人参加），研修（2コース延べ14人参加）及び，地

域企業が抱える個別課題について，デジタルエンジニアリングの手法を

用いた解決支援を行った。

14
高度電子機械産業集積促進事業（人

材育成を除く）

経済商工観光部

新産業振興課
48,152 46,744

展示会への出展支援（5回）や川下企業への技術プレゼンの実施，今後

成長が見込まれる「半導体・エネルギー」「医療・健康機器」「航空機」の

各分野の特性に合わせたセミナー（9回）等を開催し，県内企業の取引拡

大や新分野進出を図った。

15 新分野参入支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
5,928 5,928

県内企業がリチウムイオン電池を活用した新製品を拡販していく際に障

害となる，製品振動試験を産業技術総合センターで対応するため，現有

の振動試験機に対して，消化装置を設置する等の安全対策等を行った。

16 ものづくり基盤技術高度化支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
9,800 9,800

県内中小企業等が技術開発等を進める上で有効な国補助事業（戦略的

基盤技術高度化・連携支援事業）を活用するためには，事業管理機関が

必須であるが，県内の支援体制が十分ではないため，（公財）みやぎ産業

振興機構の専門員を増員（3人→5人）し，体制強化を図った。

17 新規参入・新産業創出等支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
59,449 59,449

高度電子機械産業分野や自動車産業分野等での新事業，新産業創出な

どを促進するための産学官連携による技術高度化等に必要な技術製品

開発（地域イノベーショ ン創出型：補助採択4件，グループ開発型：補助

採択2件），川下企業への参入を目指し試作開発（成長分野参入支援型：

補助採択8件）の費用の一部を助成し新事業の実用化・商品化を支援し

た。

1-2

技術高度化

支援

１

　

産

業

振

興

パ

ッ

ケ

ー

ジ

小計 ② （12事業計） 238,861 237,170

小計 ① （9事業計）

1-1

企業集積

促進

4 工業立地関連特別対策事業
経済商工観光部

産業立地推進課

交付決定を実施した（平成30年度分事業の遅れにより令和元年度事業

分についても遅れが生じたことから次年度に繰越）。

産業振興パッケージ 合計 A
①～⑥ （63事業計）

令和元年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

対象パッケージ ／ 事業
担当部局

課室

決算額

（繰越額）
事業実績等
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18 放射光施設設置推進事業
経済商工観光部

新産業振興課
1,915 1,915

東北放射光施設推進協議会実務者会議を開催するとともに，県内企業の

放射光利用促進を目的とした放射光利用実地研修（あいちトライアル

ユース）を実施した。

19 次世代素材活用推進事業
経済商工観光部

新産業振興課
10,301 10,301

セルロースナノファイバー（CNF）などの次世代素材の活用による産業振

興を目的とし，講演会・サンプル展示会（153人参加）や研究会（4回，延

べ39人参加）を開催したほか，産学官で組織するプロジェクトチームで情

報共有を図った。

20 地域企業競争力強化支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
13,714 13,714

産業技術総合センターが主体となり，企業等との連携協力のもと，自動車

関連・医療機器関連・高度電子機械産業等の分野に関連する2つの研究

課題を実施し，地域企業に技術移転を図るなど，地域企業の競争力強化

を支援した。

21
自動車関連産業特別支援事業（人材

育成を除く）

経済商工観光部

自動車産業振興室
40,962 40,962

県単独展示商談会（9社），非常勤職員等による県内企業訪問並びに生

産現場改善指導（集合型9回76社・個別型7社），人材育成補助金交付

（6社），自動車関連産業セミナー（計3回開催，110人参加），新技術・新

工法研究開発促進支援（支援テーマ5件）に加え，ベンチマーク活動支援

事業における企業訪問やセミナー開催，部品分析委託，個別プロジェクト

支援(7件)などを行い，県内企業の新規参入・取引拡大を支援した。ま

た，自動車の電動化や自動化，新素材等に係る情報の収集・整理を行っ

た。

22 ものづくり産業起業家等育成支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
4,446 4,446

県内の中小企業者17社に対して，民間賃貸オフィス等に係る賃料を補助

した。

23 富県宮城資金円滑化支援事業
経済商工観光部

商工金融課
4,230 4,230

富県宮城資金の新規融資実績（9件）と”伊達な旅”整備促進資金の新規

融資実績（3件）に係る信用保証料軽減について，減収分を一部補助し

た。

24 地域特産品等販路開拓等支援事業
経済商工観光部

商工金融課
1,327 1,327

地域資源を活用した特産品の開発等に取り組む1団体に対して開発等に

要する経費の一部を補助した。

25 創業加速化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
33,575 33,575

県内で創業等する事業者30者（新規15件，継続15件）に対してスタート

アップ資金を補助した。

26 地域創業推進事業
経済商工観光部

中小企業支援室
9,078 9,078

大都市圏での創業情報提供(62回)，創業セミナーの開催(3回,28人参

加)，みやぎ訪問ツアーの開催（1回,3人参加），本県での創業に関する相

談や個別の創業計画に係る相談への対応(109件)，市町村創業支援ネッ

トワーク会議（3回）を実施した。

27 新事業創出支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
11,095 11,095 地域資源等を活用して新商品等の開発を行う25社に助成を行った。

28 生産現場改善強化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
39,738 39,738

生産現場改善支援（専門家派遣）(18社)，生産性向上設備導入等支援(7

社)，現場改善セミナーの開催(4回）を実施し，県内中小企業・小規模事

業者の生産性改善の取組を支援した。

29 取引拡大チャレンジ支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
18,726 18,726

みやぎ広域取引商談会(参加企業数:290社)，宮城・山形・福島合同商談

会(参加企業数:251社)，個別提案会5回を開催し，営業活動強化支援事

業(57件)，ＷＥＢ開設支援事業(37件)を実施した。

30 事業承継支援体制強化事業
経済商工観光部

中小企業支援室
14,691 14,691

事業承継専門員の配置2人を配置し，支援機関の訪問等を通じ，事業者

の事業承継を支援した。事業承継診断件数2,004件。

31 みやぎ創業支援ネットワーク構築事業
経済商工観光部

中小企業支援室
4,795 4,795

みやぎIM統括コーディネーターの設置(1人)，スキルアップ研修会の実施

（4回，延べ104人参加)，地域交流会の開催(3回，28人参加)，IM研修受

講者の旅費補助(認定IM１人)，IM等専門家派遣事業(2機関，のべ8回)

32
小規模事業者伴走型支援体制強化事

業

経済商工観光部

中小企業支援室
20,209 13,212

セミナー開催（74回），個別指導（533件）の実施により，経営計画等を

306件策定し，小規模事業者の持続的経営を支援した。そのうち，小規模

事業者持続化補助金については167件が採択となった。経営計画に基づ

く販路拡大を支援し，31者に対し，商談会への出展を支援した。

33 高度産業人材育成センター運営事業

経済商工観光部

新産業振興課

自動車産業振興室

12,005 12,005

「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」（8講座，修了生57人）及

び「みやぎ高度電子機械人材育成センター」（11講座，修了生13人）にお

いて研修を実施し，高度産業人材の養成を図った。

34 IT人材採用・育成支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
9,566 9,566

県内・隣県の学生等の県内ＩＴ企業等への就業を促進するために，就職活

動前の学生等を対象に県内ＩＴ産業や企業の認知度向上を目的として，

県内ＩＴ企業等が共同で教育機関等と連携して行う事業に対し，その費用

の一部を補助した（１団体へ補助）。また，新卒者等未経験者向けと職種

転換希望者向けに地域ＩＴ技術者育成をそれぞれ委託により実施した（新

卒者等未経験者向け４コース計受講15人，職種転換希望者向け3研修計

受講延べ139人）

35 ものづくり人材育成確保対策事業
経済商工観光部

産業人材対策課
28,665 27,965

企業向け採用力向上セミナー（3回，延べ72事業所106人参加）や高校生

や教員等向け工場見学会（23回，1,071人）の開催，副読本や広報誌を

作成配布するとともに，高校等延べ29校にキャリアカウンセラーを派遣

し，製造業への就職拡大や早期離職防止に取り組んだ。

1-3

中小企業・

小規模事業者

活性化

小計 ④ （6事業計） 93,267 92,567

小計 ③ （11事業計） 161,909 154,912
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36 産業人材養成教員研修事業
教育庁

教職員課
880 880

県立高校8校の専門学科教員30人を23企業等に派遣することなどによる

最新技術等の習得を通じて，企業の要請に応える即戦力となる人材を育

成するための体制の確保を図った。

37 みやぎクラフトマン２１事業
教育庁

高校教育課
3,939 3,939

工業高校等13校において，企業OB等の熟練技能者による実践授業など

133プログラムを行うとともに，溶接技術講習会および溶接技術競技大会

を実施するなど，生徒のものづくり技能向上，企業の即戦力となる人材を

養成した。

38
地学地就・地域産業の担い手育成推

進事業

教育庁

高校教育課
38,213 38,213

連携コーディネーターを就職希望者の多い指定校30校に15人配置し，卒

業生の職場定着や得られた職場情報からミスマッチによる離職を減らす

ため，卒業生の就職先などの企業訪問を延べ341回行った。

39 インターンシップ学生応援事業
経済商工観光部

産業人材対策課
124 124

地方創生インターンシップ事業に参加した学生24人に対する交通費等を

支給し，首都圏等の大学生の県内企業へのインターンシップ実施を支援

した。

40
ものづくり企業コーディネーター設置事

業

経済商工観光部

産業人材対策課
18,486 18,486

ものづくり企業の雇用ミスマッチを通じた人手不足解消を図るため，企業

と学校，行政機関同士をコーディネートする専門的知見を有する人材とし

て，「ものづくり企業コーディネーター」を4人配置した（訪問件数507回，教

員及び保護者向け企業見学会4回実施，企業11社，教員等82人）。

41 企業情報発信支援事業
経済商工観光部

雇用対策課
19,841 19,841

宮城県で働くことの魅力や県内企業の情報を県内外の学生に発信するた

めに，民間就職サイト内に宮城県の特集コンテンツを開設した。併せて，

県内企業19社の求人情報掲載支援を行った。

42 学生UIJターン支援事業
経済商工観光部

雇用対策課
10,633 10,633

県外に住む県外大学生等が，県内で就職活動を行うにあたりかかった交

通費及び宿泊費の一部について，89件助成した。

43 宮城ＵＩＪターン助成金事業
経済商工観光部

雇用対策課
19,557 19,557

UIJターンによりプロフェッショ ナル人材を受け入れた県内中小企業等に

対し15件の助成金を支給した。

44 外国人雇用アシスト事業
経済商工観光部

雇用対策課
14,978 14,978

県内中小企業と外国人留学生（専門学校生等）をマッチングするため、合

同企業説明会、企業向けセミナー、留学生向けセミナー等を行い、留学生

35人が県内企業から就職内定を受けた。

45
産業振興型保育施設整備緊急加速化

事業

保健福祉部

子育て社会推進室
0 0

企業主導型保育事業（内閣府主管）の令和元年度新規募集が実施され

なかったため，上乗せ事業である当該事業に対する補助申請が行われな

かったもの。

190,308 189,813

(6,182) (6,182)

46 みやぎの伝統的工芸品産業振興事業
経済商工観光部

新産業振興課
3,377 3,377

国及び県指定の伝統的工芸品の需要開拓事業への補助として5事業者

に対し支援した。また，（一財）伝統的工芸品産業振興協議会等が主催す

る展示会に出展し，販路拡大を支援した。

47 みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業
経済商工観光部

新産業振興課
8,500 8,500

県内で生産された優れた工業製品の中から，技術，品質，安全安心など

12項目の基準をクリアした4製品を第12回「みやぎ優れMONO」として認

定し，各種の特典や支援を実施した。

48 みやぎIT商品販売・導入促進事業
経済商工観光部

新産業振興課
11,507 11,507

優良なIT商品3社3商品をみやぎ認定ＩＴ商品に認定し，展示会出展などに

より販路拡大等を支援した。また，地域産業が求めるIT商品の開発(2社2

商品）及び改良（4社4商品）に対して補助を行った。その他，保育施設を

対象としたICT利活用セミナーを開催し，IT企業の業界参入支援及び保育

施設関係者のICT利活用推進を図った。

49
みやぎＩＴ市場獲得支援・形成促進事

業

経済商工観光部

新産業振興課
11,041 11,041

大学への技術者派遣を行う県内IT企業に対して補助金を交付し，新規業

務獲得に向けて支援した。（2社4人）また，県内における先進的なＡＩ・ＩｏＴ

を活用したビジネス創出の支援を実施した。（2件）

50 次世代自動車技術実証推進事業
経済商工観光部

自動車産業振興室
1,974 1,974

環境負荷の少ない電動モビリティを活用した実証事業(2町）に対して補助

金を交付したほか，関係機関との調整や事業の広報など側面的支援を

行った。

51 次世代型商店街形成支援事業
経済商工観光部

商工金融課
5,685 5,685

時代に適合した商店街を構築するため商店街の将来ビジョ ン形成（3団

体）を支援するとともに，その課題を解決するための事業（ソフト・ハード事

業1団体）を支援し，商店街の活性化に取り組んだ。

52 商店街NEXTリーダー創出事業
経済商工観光部

商工金融課
4,543 4,543

商店街活動を持続していくため，セミナー開催（修了者9人），トライアル事

業の助成（8団体）を行い，若手や女性リーダーを育成するとともに，ネット

ワークミーティングの開催により，各地域の取組事例を共有し，交流を深

め，商店街活性化に向けた機運を高めた。

53 買い物機能強化支援事業
経済商工観光部

商工金融課
27 27

買い物弱者対策のため商業空白地域への移動販売車運行などを支援す

るものであるが，交付対象となる案件がなかったもの。

54 販路拡大推進支援事業
経済商工観光部

商工金融課
3,953 3,953

個別商談会（バイヤー延べ13社184商談），集団型商談会（同延べ45社

418商談），現地開催型商談会（同延べ33社188商談）等の開催を支援

し，県内商工業者の販路回復・拡大に取り組んだ。

83,619

1-5

人材確保

支援

小計 ⑤ （7事業計） 83,619
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1,159 1,159

(6,182) (6,182)

56 教育旅行誘致促進事業
経済商工観光部

観光課
3,313 3,313

修学旅行等の教育旅行の誘致を促進するため，関係機関と協力・連携

し，北海道，東京，大阪において，旅行会社や学校教員を対象とした説明

会を実施した。また，北海道地区，中部以西地区の学校教員等を対象と

してモニターツアーを実施し，学校教員16人が参加した。

57 みやぎ観光戦略受入基盤整備事業
経済商工観光部

観光課
1,100 605 蔵王国定公園内トイレの改築設計を行った。

58 県内製造業ニッチトップ海外展開事業
経済商工観光部

アジアプロモーショ ン課
2,800 2,800

日本貿易振興機構（ジェトロ）仙台貿易センターと連携し，デザイン分野

で海外販路開拓に取り組む県内企業を支援するため，海外バイヤー3社

を招へいし，企業訪問型商談（参加企業9社，20商談）及び商談会（参加

企業14社）を実施した。

59 東南アジアとの経済交流促進事業
経済商工観光部

アジアプロモーショ ン課
8,390 8,390

ベトナムの政府機関・団体等に対する県の窓口業務，ベトナムの経済状

況等に関する月次レポートの作成，県内企業等向けのセミナーの開催の

ほか，県内企業からのベトナムの投資環境等に関する照会対応や商談

設定等を17件実施した。

60 外国人観光客誘致促進事業
経済商工観光部

アジアプロモーショ ン課
21,149 21,149

台湾，北京，上海に設置しているサポートデスクにおいて，現地での情報

発信を行ったほか，台湾からの教育旅行を誘致するため学校長等学校関

係者の招請を行った。さらに，台湾向けFacebookページにて，県内観光

情報発信の強化を図った（フォロワー数は11万人を超えた）。

61 水素エネルギー産業創出事業
環境生活部

再生可能エネルギー室
925 925

水素・燃料電池関連産業セミナーを2回開催し，事業者等を対象に関連技

術に関する情報を提供した。

62 アグリビジネス経営確立支援事業
農政部

農業振興課
86,962 86,962

各種講座（3コース，受講者延べ63人）や専門家派遣（20社，延べ90回）

により経営体の課題解決や人材育成支援等を実施し，早期の経営安定

化を支援したほか，施設整備への助成（2件）を実施した。

63
仙台空港600万人・5万トン実現推進

事業

土木部

空港臨空地域課
13,904 13,904

航空旅客や航空貨物の拡大に向け，今後利用客の増加が期待される

LCCと連携し，トライアルバリア（拒否感・不安感）の払拭を目的としたテ

レビ番組の製作，放映を実施したほか，国際チャーター便等を活用した貨

物の運輸調査を実施し，航空貨物の有望品目の探知に努めた。

539,249 539,249

(17,716) (17,716)

438,466 438,466

(506) (506)

64 特定建築物等震災対策事業
土木部

建築宅地課
0 0

補助対象事業者が耐震化事業のスケジュール見直しを行い，事業着手を

延期したため，令和元年度の事業実績が無かったもの。

65 小規模防災機能強化補助事業
教育庁

施設整備課
10,480 10,480

市町村が実施する小中学校施設の防災対策事業（非構造部材の耐震対

策工事）に要する経費の一部を補助し，耐震化の促進を図った。(4市町

10校)

427,986 427,986

(506) (506)

100,782 100,782

(17,210) (17,210)

67 私立学校施設設備災害対策支援事業
総務部

私学・公益法人課
64,197 64,197

私立学校施設（2校）の防災機能の強化に要する経費の一部を補助し，

防災対策を支援した。

68 防災指導員養成事業
総務部

危機対策課
10,884 10,884

防災指導員養成講習の地域防災コースを14回（548人受講），企業防災

コースを1回（22人受講），フォローアップ講習の地域防災コースを14回

（486人受講），企業防災コースを1回（7人受講）実施するなどし，地域・

企業における防災知識の習得を図った。

69 自主防災組織運営体制強化事業
総務部

危機対策課
8,093 8,093

自主防災組織の体制強化を促進するため，先進的・先導的な取組を行い

他の模範となる18団体に対し，防災資機材購入経費及び防災研修等の

開催にかかる経費について助成した。

70 災害用石油製品備蓄事業
総務部

危機対策課
1,541 1,541

東日本大震災における燃料不足の教訓を踏まえ宮城県石油商業組合・

宮城県石油商業協同組合と締結した「災害時の石油製品の備蓄に関す

る協定書」に基づき，揮発油等の石油製品を災害対応型中核給油所37

か所及び小口燃料配送拠点5か所で適正な備蓄及び管理を行うための経

費の一部を支援した。

16,067 16,067

(17,210) (17,210)

5,392,189 5,376,506

(739,048) (739,048)

※ 事業ごとに千円未満を四捨五入しているため，合計額とは合致しない場合がある。

55

宿泊施設や住宅宿泊事業に供する施設，観光集客施設及び定期路線バ

ス車両に，無料公衆無線ＬＡＮ設置や外国語表示の整備を行った事業者

に対し補助金を交付し，外国人観光客にとって快適な旅行環境の整備に

取り組んだ。（交付決定件数 12件）

震災対策パッケージ 合計 B
⑦・⑧ （8事業計）
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小計 ⑦ （3事業計）
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災害に対応

する産業活動

基盤の強化

66

総合計 A＋B （71事業）

高等学校等非構造部材震災対策事業
教育庁

施設整備課

県立学校13施設において、柔剣道場や講堂の天井材や照明器具等の非

構造部材の撤去・改修工事を実施するとともに、6施設において工事に向

けた設計を実施し、学校利用者の安全の確保を図った。

小計 ⑧ （5事業計）

2-2

防災体制

の整備

71 警察施設震災対策促進事業
警察本部

装備施設課

警察署庁舎1か所に非常用発電設備を整備し，防災体制の充実を図っ

た。

外国人観光客受入環境整備促進事業
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宮城県経済商工観光部 

富県宮城推進室 

 

〒980-8570 

 仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

 宮城県庁１４階 

TEL022-211-2792  FAX022-211-2719 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/fukensui/ 

E-mail fukensui@pref.miyagi.lg.jp 
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